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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注） １ 第６期の売上高には、消費税等が含まれております。 

２ 第７期、第８期、第９期及び第10期の売上高には、消費税等が含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しますが、第６期及び第７期は１株当たり当期純損

失を計上しているため、また第８期、第９期及び第10期は、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないた

め、記載を省略しております。 

４ 株価収益率については、当社が非上場であるため記載しておりません。 

５ 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む

ほか、常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員を含みます。）は平均人

員を〔〕内に外数で記載しております。 

６ 第８期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

７ 平成16年12月23日にて、株式分割を行い、1株を10株に分割しております。 
  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高（千円） 599,046 986,726 1,913,585 2,837,041 4,049,660

経常利益（△は損失） 
（千円） 

△914,814 △662,101 13,225 180,155 231,824

当期純利益（△は損失） 
（千円） 

△917,991 △1,112,108 10,193 209,225 173,982

純資産額（千円） 1,741,585 655,685 690,775 874,170 1,424,677

総資産額（千円） 2,147,965 1,157,264 1,268,419 1,600,105 2,523,182

１株当たり純資産額（円） 230,064.13 85,935.23 90,534.13 11,441.58 16,839.56

１株当たり当期純利益（△は
損失）（円） 

△121,267.07 △145,956.00 1,336.02 2,742.05 2,093.64

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 81.1 56.7 54.5 54.6 56.5

自己資本利益率（％） △41.6 △92.8 1.5 26.7 15.1

株価収益率（倍） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△799,970 △461,242 110,316 333,053 627,255

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△206,169 △347,193 △198,819 △280,005 △451,744

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

－ － △35,000 2,135 372,798

現金及び現金同等物の期末残
高（千円） 

1,444,138 635,447 511,570 566,765 1,115,150

従業員数 
〔外 平均臨時雇用者数〕
（人） 

99 
〔15〕

80
〔18〕

94
〔19〕

121 
〔28〕

149
〔23〕



(2）提出会社の経営指標等 

（注） １ 第６期の売上高には、消費税等が含まれております。 

２ 第７期、第８期、第９期及び第10期の売上高には、消費税等が含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しますが、第６期及び第７期は１株当たり当期純損

失を計上しているため、また第８期、第９期及び第10期は、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないた

め、記載を省略しております。 

４ 株価収益率については、当社が非上場であるため、記載しておりません。 

５ 従業員数は就業人員（当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含んで

おります。）であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員を含みます。）は平均人員を〔〕内に外数で記載し

ております。 

６ 第８期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

７ 平成16年12月23日にて、株式分割を行い、1株を10株に分割しております。 

  

  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高（千円） 607,717 983,333 1,645,903 2,406,289 3,591,216

経常利益（△は損失） 
（千円） 

△780,924 △623,852 56,866 189,578 272,558

当期純利益（△は損失） 
（千円） 

△1,156,456 △1,136,546 54,493 187,289 87,482

資本金（千円） 2,178,593 2,178,593 645,039 646,139 832,539

発行済株式総数（株） 7,570 7,630 7,630 76,410 84,610

純資産額（千円） 1,781,586 645,039 699,533 888,958 1,349,810

総資産額（千円） 2,179,192 1,135,777 1,209,534 1,529,422 2,363,483

１株当たり純資産額（円） 235,348.27 84,539.95 91,681.96 11,635.12 15,954.65

１株当たり配当額（うち１株
当たり中間配当額）（円） 

－ 
（－）

－
（－）

－
（－）

－ 
（－）

－
（－）

１株当たり当期純利益 
（△は損失）（円） 

△152,768.38 △149,163.28 7,142.01 2,454.55 1,052.73

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 81.8 56.8 57.8 58.1 57.1

自己資本利益率（％） △49.0 △93.7 8.1 23.6 7.8

株価収益率（倍） － － － － －

配当性向（％） － － － － －

従業員数 
〔外 平均臨時雇用者数〕
（人） 

95 
〔15〕

80
〔17〕

91
〔12〕

94 
〔23〕

126
〔16〕



２【沿革】 

  

  平成８年３月 トランズパシフィック有限会社を設立（資本金3,000千円、出資者２名）。 

レンタルサーバ・ホスティングサービス、ドメイン取得代行サービス（以下「ホスティング

事業」といいます。）を開始。 

  平成11年９月 トランズパシフィック株式会社に組織変更。 

  平成11年11月 バリューコマース株式会社に商号変更。 

ｅコマース（電子商取引）に対応したマーケティングプログラムであるバリューコマース・

プログラムを自社開発し、インターネットを利用した成功報酬型の広告配信業（以下「パフ

ォーマンスマーケティング事業」といいます。）を開始。 

  平成12年３月 アイルランドに100％子会社であるバリューコマース・インターナショナル・リミテッド

（ValueCommerce International Limited）を設立。 

  平成12年５月 香港に50％出資の連結子会社であるバリューコマース・ホンコン・リミテッド

（ValueCommerce HK Limited）を設立。 

  平成12年６月 アメリカ合衆国にバリューコマース・インターナショナル・リミテッドの100％子会社であ

るブイシー・マーケティング・インク（VC Marketing Inc）を設立。 

  平成12年８月 イングランドにバリューコマース・インターナショナル・リミテッドの100％子会社である

バリューコマース・ユーケー・リミテッド（ValueCommerce UK Limited）を設立。 

韓国に100％子会社であるバリューコマース・コリア・リミテッド（ValueCommerce Korea 

Limited）を設立。 

  平成12年９月 バリューコマース・ホンコン・リミテッド（ValueCommerce HK Limited）でパフォーマンス

マーケティング事業を開始。 

  平成14年３月 株式交換により、株式会社プラットフォーム・フォー・イー・ドットコムを完全子会社化。

  平成15年３月 株式取得により、データ・ステーションズ株式会社を完全子会社化。 

  平成15年８月 ロシア・モスクワに駐在員事務所を新設。 

  平成16年３月 買収により、ルックスマート・ジャパン株式会社の営業を、株式会社プラットフォーム・フ

ォー・イー・ドットコムが譲受。 

  平成16年７月 バリューコマース・ホンコン・リミテッド（ValueCommerce HK Limited）の清算結了。 

株式会社プラットフォーム・フォー・イー・ドットコムの商号を、ルックスマート・ジャパ

ン株式会社に変更。 

  平成17年10月 検索エンジン最適化サービスを提供するSozon株式会社の発行済株式の90.99％を取得し、連

結子会社化。 

  平成17年12月 ホスティング事業を新設分割により会社分割し、新設会社株式全株を売却してホスティング

事業より撤退。 

      



３【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、インターネット上での効果的なＥコマース及びオンラインマーケティングにおい

て、下記のサービスを提供しております。 

  

(1）パフォーマンスマーケティング事業 

当社グループは、パフォーマンスマーケティング事業を主たる業務としております。 

パフォーマンスマーケティング事業とは、インターネットを利用した成功報酬型の広告配信・管理サービスであり、当社にお

いてはバリューコマース・プログラム（ValueCommerce Program）という独自の情報システムを用いて効率的な広告配信を実現す

るアフィリエイトマーケティングサービスを提供しております。このサービスは顧客に対して広告効果のみならず、商品の販

売、会員獲得、カタログ請求等の結果をもたらし、その成果に基づく成功報酬から収益を得る形態になっております。当社グ

ループは同サービスのパイオニアとして、平成11年のサービス開始以来、サービス内容及び品質の向上や、ECサイト（※１）ま

たはパートナーサイト（※２）数の増加によるトランザクションの拡大により、国内最大級のネットワークを構築しておりま

す。 

また、当連結会計年度においては、新たに連結子会社となったSozon株式会社による検索エンジンの最適化 (SEO：Search 

Engine Optimization) サービスも提供しております。SEOは、顧客のホームページが検索結果の上位に表示されるようウェブサイ

トを最適化するサービスであり、アフィリエイトマーケティングサービスと連携したサービスの提供を可能にします。 

※１ ECサイト（広告主）：商品やサービス提供等のビジネスを、オンラインで展開している企業であります。 

※２ パートナーサイト：大手ポータルサイト、プレミアム・サイト、専門サイト及び個人サイトから成る媒体です。当社シ

ステムを通じたECサイトとの提携により、成果に応じた報酬を獲得する仕組みになっております。 

  

Ａ アフィリエイトマーケティングサービス 

 ①アフィリエイトマーケティングのビジネスモデル 

    当社グループのアフィリエイトマーケティング・プラットフォームは、ECサイトに対しては販売チャネル及び広告の媒体を

提供し、パートナーサイトに対しては広告媒体となることにより成功報酬を獲得する機会を提供しております。プログラム内

のトラッキング機能により、オンライン取引において何が、いつ、いくらで販売されたかがデータベースに記録されます。こ

れらのデータと当社グループの経験及び技術から成る顧客サポート体制により、顧客のマーケティング活動効果の最大化を目

的とした、成功報酬型サービスを提供しております。 

 当社グループでは、顧客となるECサイトに対して、以下のような形態でサービスを提供しております。 

a)コンサルティングサービス（アフィリエイトプログラム運用業務受託契約）-ECサイトを運営する企業に対して、オンラ

インマーケティング体制及びソリューションを提供し、またはインターネットマーケティング業務を受託し、最適な広告

効果を得られるプロモーション立案、運営及び管理を行います。顧客は業務受託契約に従って、毎月定額のサービス料金

や成果に応じた報酬を支払う仕組みになっております。 

b)ASP（Affiliate Service Provider）サービス-小中規模のECサイトを展開する顧客向けのサービスです。顧客は当社の管

理画面を通じて自社のアフィリエイトマーケティングプログラムの運営を行います。サービス料金に関しては、プログラ

ム利用にかかる基本管理費のほか、パートナーサイトへの成功報酬と、報酬額に応じた当社へのコミッションを支払う仕

組みになっております。 

  
 ②アフィリエイトプログラムの仕組み 

ECサイトは、当社サービスを利用して、商品の売上や新規会員もしくは顧客獲得のためのプロモーションを設定し、パー

トナーサイトと提携します。まず、ECサイトは、パートナーサイトに対して各プロモーションにおける提携パートナーを募

ります。当社プログラム上では、パートナーサイトは予め51カテゴリーに分類されており、提携に最適なパートナーを迅速

に抽出することができます。加えて当社独自のiTarget機能により、ECサイトはパートナーサイトを自らの基準で分類して提

携条件を設定し、提携パートナーの効率的な管理を行うことができます。一方、パートナーは、希望する提携を選択して申

し込みをし、ECサイトから申し込みが受諾されると、自らのウェブサイトに広告を配信することが可能になります。広告掲

載の反応や広告のクリックから生じた売上は、当社のiTrack機能によりすべて記録されており、統計データの確認画面にて

効果検証をすることができます。 

こうした取引から生じるECサイトからパートナーサイトに対する成功報酬は、売上率（CPA）、クリック率（CPC）といっ

た種別で計算され、これらの組み合わせでパートナーへの報酬額が決定します。これら報酬は当システムによって管理され

て、パートナーへ支払われるとともに、当社はパートナーへの成功報酬額をもとにECサイトへの当社コミッションを計算し

て課金します。 



 
  

Ｂ コンテンツ連動型広告サービス及び商用検索サービス 

コンテンツ連動型広告サービスとは、広告と掲載媒体のコンテンツを連動させることで広告効果を拡大させるサービスです。

当社グループでは、平成17年よりマッチスマート(Matchsmart)という商品名にて同サービスを提供しております。このサービス

では、広告主及びECサイトは、当社グループによって分類されたメディアパートナーネットワークを利用して広告掲載ターゲッ

トを絞り込み、アクセス率や収益の拡大を実現することができます。一方メディアパートナーは、自分自身のウェブサイトと関

連性のあるカテゴリから、最も効果的でコンテンツとマッチし、ターゲットが絞り込まれたリスティング広告を表示させ、成功

報酬収益の最大化を図ることができます。 

 
また、商用検索サービスとは、当社グループで構築したウェブサイトリスティングのデータベースを用い、OEM形式でディレ

クトリ・リスティングを提供するサービスです。編集者による手作業で厳密な編集ガイドラインに沿ってきめ細かく分類された

検索結果を提供することが可能で、顧客及び代理店はウェブサイトにリストアップされることによってクリック率を上げ、自社

の収益獲得につなげることができます。 

  



Ｃ SEOサービス 

SEO(SEO : Search Engine Optimization)は、顧客のサイトが検索結果の上位に表示されるようウェブサイトを最適化する検

索エンジン最適化サービスです。Sozon株式会社では、平成15年にSEOオンラインソフトウェアをリリースして以来、SEOソフト

ウェアの販売及びコンサルティングサービスを提供しております。同社の行うSEOサービスとは、GoogleやYahoo!などに代表さ

れる検索結果表示サイトのソースコードを解析し、顧客のサイトがその中で上位の検索結果を得ることができるよう施策を策定

して実施するまでのコンサルティングや、実施後の検索結果のレポートを提供するものです。顧客は、Sozon株式会社が開発し

たオンラインソフトウェアを介してSEOサービスを受領します。同社は顧客が上位検索結果を得ることを希望するキーワードや

サイトについて調査及び分析を行い、オンラインソフトウェアを利用するにあたっての当顧客専用の施策ガイドを策定し顧客へ

納品します。顧客は施策ガイドをもとに自社ウェブサイトのSEOを実行します。同社は顧客に対してこれらの過程が正しく行わ

れているかの確認及びサポートを行い、施策完了後には効果検証のためのレポートを発行します。 

 
  
(2) ホスティング事業 

   当社は、平成８年にホスティング及びドメイン名登録サービスを提供する目的で設立され、共用ホスティング、Ｅメールその

他関連サービスの包括的な再販サービスや、顧客のニーズに応じて完全オーダーメイドのサービスを提供するマネージド専用

サーバ、専用サーバ保守管理サービス及び技術支援サービス等を提供してまいりました。また平成15年度よりデータ・ステー

ションズ株式会社の全株式を取得して法人顧客への共用ホスティングサービスを強化し、加えてエンドユーザーに向けたウェブ

ホスティングやＥメールその他関連サービスの包括的な再販を可能とするホスティングプラットフォームをASPで提供するサービ

スであるコレクシス（coreXsysTM）サービスの提供をしてまいりました。 

尚、経営資源を当社の強みであるパフォーマンスマーケティング事業に集中することが最適な事業戦略であると判断して、平

成17年12月においてホスティング事業の売却を行ったことにより、当社グループは当連結会計年度においてホスティング事業よ

り撤退いたしました。 

  



以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。 

 
  

（注）１ バリューコマース・インターナショナル・リミテッド、バリューコマース・ユーケー・リミテッド、ブイシー・マーケ

ティング・インクにつきましては営業を開始しておりません。 

２ ルックスマート・ジャパン株式会社は、平成18年1月に解散を決議しております。 

３ GMOアフィリエイト株式会社は、平成18年２月に当社が保有する同社株式を売却し、持分法適用除外となっております。 

  



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有割合〔被所有割合〕」欄の（ ）内は間接所有で内数であります。 

３ 債務超過会社で債務超過の額は、平成17年12月末時点で92,239千円となっております。 

４ 有価証券報告書を提出しております。 

５ ルックスマート・ジャパン株式会社は、平成18年１月に解散を決議しております。 

６ GMOアフィリエイト株式会社は、平成18年２月に当社が保有する同社株式を売却し、持分法適用除外となっております。

  

  

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容 

議決権の所有
割合〔被所有
割合〕（％） 

関係内容 

（連結子会社）   

バリューコマース・イン
ターナショナル・リミテ
ッド 

（注）３ 

アイルランド 
ダブリン 

1,149千ユーロ

パフォーマ
ンスマーケ
ティング事
業 

100.00

当社へバリューコマ
ースプログラムのラ
イセンスを提供 
役員の兼任１名 
資金援助あり 

バリューコマース・ユー
ケー・リミテッド 

（注）２ 

イギリス ロン
ドン 

1英ポンド

パフォーマ
ンスマーケ
ティング事
業 

100.00
(100.00）

役員の兼任１名 

ブイシー・マーケティン
グ・インク 

（注）２ 

アメリカ合衆国
カリフォルニア
州 

10米ドル

パフォーマ
ンスマーケ
ティング事
業 

100.00
(100.00）

役員の兼任２名 

ルックスマート・ジャパ
ン株式会社 

（注）５ 
東京都 文京区 200,000千円

パフォーマ
ンスマーケ
ティング事
業 

100.00
役員の兼任３名 
資金援助あり 

Sozon株式会社 東京都 中央区 11,000千円

パフォーマ
ンスマーケ
ティング事
業 

90.99 役員の兼任４名 

（持分法適用関連会社）   

GMOアフィリエイト株式
会社 

（注）６ 
東京都 渋谷区 10,000千円

パフォーマ
ンスマーケ
ティング事
業 

49.00 役員の兼任２名 

（その他の関係会社）   アフィリエイトマー
ケティングサービス
における資本提携を
含めた事業提携 
役員の兼任１名 

ヤフー株式会社 
（注）４ 

東京都 港区 6,906,322千円

パフォーマ
ンスマーケ
ティング事
業 

〔49.61〕



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む

ほか、常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員を含みます。）は平均人

員を〔〕内に外数で記載しております。 

２ 当社グループは、当連結会計年度にホスティング事業から撤退し、当連結会計年度末においてパフォーマンスマーケ

ティング事業のみを行っておりますので、全従業員数をパフォーマンスマーケティング事業に含めて記載しておりま

す。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員（当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含んで

おります。）であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員を含みます。）は平均人員を〔〕内に外数で記載し

ております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外給与を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社では、労働組合は結成されておりません。 

 労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成17年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

パフォーマンスマーケティング事業 149 〔23〕 

合計 149 〔23〕 

    平成17年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

126〔16〕 34.5 2.8 7,699 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、世界経済の回復や企業業績の改善により、景気は堅調に推移しました。 

当社グループの展開するインターネット事業の分野においては、わが国のブロードバンドの普及が一層進んだことも寄与し、

インターネット利用者は平成17年末時点で7,900万人となり人口普及率は60％を超えました(総務省、平成17年度情報通信白書)。

インターネット利用によるＥコマース市場は平成16年度でB to Cの市場規模が5兆6,430億円と平成15年度より28％の増加となっ

ております(経済産業省、情報経済アウトルック2005)。さらにブロードバンド加入者が1,866万人、携帯電話インターネット契約

数も7,500万を超え、今後も一層市場の拡大が予想されます。 

このような経営環境の中で、当社グループは、主力業務であるパフォーマンスマーケティング事業の拡大をはかってまいりま

した。まず、平成17年2月28日開催の取締役会にて、ポータル最大手であるヤフー株式会社との業務提携を目的とした同社による

当社株式の公開買付けについて賛同することを決議し、同年4月11日に公開買付けが完了して同社は当社発行済株式41,971株を取

得し、当社の主要株主となりました。また、平成17年10月31日付にて検索エンジンの最適化 (SEO：Search Engine 

Optimization) サービスを提供するSozon株式会社の株式を追加取得して新たに連結子会社とし、既存サービスとのシナジーの創

出を追求していきます。 

一方ホスティング事業に関しては、企業の発展・成長をさらに加速させるために、経営資源を当社の強みであるパフォーマン

スマーケティング事業に集中することが事業戦略上最適であると判断し、平成17年12月1日付で当社グループにおけるホスティン

グ事業の売却を行い、同事業より撤退いたしました。また、当社連結子会社であるルックスマート・ジャパン株式会社について

は平成18年1月に解散を決議しており、それにかかる損失62,825千円を当連結会計年度において特別損失として計上しておりま

す。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は4,049,660千円(前年同期比142.7%)、経常利益231,824千円(前年同期比128.7％)及び

当期純利益は173,982千円(前年同期比83.2％)となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

パフォーマンスマーケティング事業につきましては、アフィリエイトマーケティングが、ECサイトを運営する顧客にとって、

広告効果のみならず有力な販売チャネルとしての認知度が向上していることにより、着実に成長をしてまいりました。中でも当

社サービスの強みである成功報酬型サービスが企業に支持されたことにより、アフィリエイトプログラム運用業務受託契約によ

る売上高が増加しました。また、ヤフー株式会社におけるショッピング事業等をはじめとする各事業と当社アフィリエイトマー

ケティングサービスの業務提携が開始されたことも貢献し、それらの結果、当社アフィリエイトネットワークの規模は、平成17

年12月時点で承認済みECサイト数は約1,700社、パートナーサイト数は約148,000サイトと増加しております。現在ECサイトと

パートナーサイトとの間では393万以上の提携が成立しており、その広告配信数はプログラム全体で1日最大４億６千万インプ

レッション(表示回数)を超えて、アフィリエイトネットワークとして国内最大級となっております。このようにネットワークが

拡大する中では、同時にユーザビリティの向上やシステムの安定化が重要でありますが、平成17年度においてはアフィリエイト

管理画面における機能の追加や基幹データベースの強化などを中心に対応を進めてまいりました。平成17年10月に株式を取得し

て新たに連結子会社に加わったSozon株式会社のSEOサービスの売上げも貢献し、それらの結果、パフォーマンスマーケティング

事業の売上高は3,689,071千円と、1,305,314千円増加(前年同期比154.8％)し、営業利益は992,840千円と、199,960千円増加(前

年同期比125.2%)いたしました。 

ホスティング事業につきましては当連結会計年度における売上高は360,588千円と、92,695千円減少(前年同期比79.6%)、営業

損失は144,139千円と、85,121千円減少(前年同期比62.9%)となりました。なお、当社グループは、平成17年12月にホスティング

事業を売却しております。 

  

（注） 従来、各セグメントに直課できない営業費用のうち、開発部門で発生した費用については、設備稼働実績及びソフトウェ

ア仕掛計上割合を用いて各セグメントに配賦しておりましたが、設備投資勘定への振替対象とならない開発費用の割合が増

加したことに伴い、営業費用の発生実態をセグメント情報により適切に反映させるため、当連結会計年度より従業員稼動従

事割合を用いて配賦する方法に変更しております。 

前年同期比等については、比較のため、前連結会計年度の数値を当連結会計年度において用いた配賦方法により集計した

上で計算しております。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、主にパフォーマンスマーケティング事業の拡大に

より営業活動による収入が627,255千円となったこと、固定資産や子会社株式の取得による支出により投資活動による支出が

451,744千円となったこと、新株予約権の権利行使に伴う新株の発行により財務活動による収入が372,798千円となったことによ



り548,384千円増加し、当連結会計年度末には1,115,150千円(前年同期比196.8％)となりました。 

  

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は627,255千円と、294,202千円増加（前年同期比188.3％）となりました。これはパフォーマン

スマーケティング事業の売上増による売上債権の増加や、法人税等の支払額の増加により支出が増加したものの、パフォーマン

スマーケティング事業において新規顧客数の継続的増加に伴う預り保証金の増加や仕入債務の増加による収入が増加したことが

主な理由です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は451,744千円と、171,739千円の増加（前年同期比161.3％）となりました。これはホスティン

グ事業売却に伴う子会社株式売却による収入63,615千円があったものの、パフォーマンスマーケティング事業用資産等をはじめ

とする有形固定資産の取得による支出が151,386千円、新規連結子会社となったSozon株式会社に出資したことによる支出が

294,271千円あったことが主な理由です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、得られた資金は372,798千円と、370,663千円増加（前年同期比17,461.3％）となりました。これは主に新株

予約権の行使に伴う新株の発行による収入です。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

    当社グループは、インターネット上での各種サービスの提供を主たる事業としており、提供するサービスの性格上生産実績

の記載に馴染まないため、当該記載を省略いたします。 

  

(2)受注状況 

    生産実績と同様の理由により、記載を省略いたします。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

前年同期比（％） 

パフォーマンスマーケティング事業（千円） 3,689,071 154.8 

ホスティング事業（千円） 360,588 79.6 

合計（千円） 4,049,660 142.7 



３【対処すべき課題】 

平成18年度は、前年同様引き続き民間設備投資も堅調に伸び、景気の本格的な回復を期待できます。インターネット事業の分野

も同様に順調な伸びが予想されます。このような状況の中で、当社グループが対処すべき主な課題は次のとおりとなります。 

(1）パフォーマンスマーケティング事業においては、顧客満足度を重視したサービス提供及びアフィリエイトプラットフォー

ムの機能強化を実現することにより、当社アフィリエイトネットワークのさらなる充実をはかります。同時にSEOサービス

等をはじめとして、アフィリエイトマーケティングサービスに相乗効果を与える商品の拡販や、それらを一体にした包括

的アフィリエイトコンサルティング提案営業にも注力していくことで、競合との差別化をはかります。また、優秀な人材

の確保や社内教育により販売体制の強化や販売管理機能を充実させ、業務の効率化と利益の最大化を追求します。 

(2）情報管理及びセキュリティー体制の強化に関しましては、当社グループはアフィリエイトネットワークなどにおいて個人

情報等を保有していることもあり、個人情報の保護管理をはじめとしたセキュリティー強化に対する法的、社会的要請を

満たすことを重要課題としております。平成17年には個人情報保護に関してTRUSTe認証を取得しておりますが、今後も引

き続き社内教育や業務の管理・監督を行ってまいります。 

(3）経営管理機能の充実に関しましては、開示体制及び内部管理体制の構築を図ってきましたが、株主その他のステークホル

ダーの期待に応えるべくより一層強化してまいります。 

当社グループは今後も上記に掲げた課題を主眼に、なお一層の経営基盤の強化、顧客基盤の向上及び財務改善に努めてまいりま

す。 

  



４【事業等のリスク】 

 以下については、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しており

ます。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上重要であると考えられる事項について

は、投資家に対する情報開示の観点から開示しております。 

当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります

が、本株式に関する投資判断は、以下の記載事項及び本項以外の事項を慎重に検討した上で行なわれる必要があると考えられま

す。また、以下の記載事項は本株式への投資に関するすべてのリスクを網羅するものではないという点にご留意下さい。 

 なお、記載事項のうち将来に関する事項については、別段の記載がない限り、本書提出日現在において入手し得る情報に基づい

て当社グループが判断したものであります。 

  

１．事業環境について 

  (1)インターネットの普及について 

    当社グループの収益の基盤は、インターネットの利用と密接な関係があります。そのためインターネットの更なる普及が当

社グループの成長のための大きな要因であると考えられます。 

    総務省の平成17年度情報通信白書によると、平成17年末現在のインターネット利用人口は7,900万人となり、人口普及率も

60％を超えております。 

 しかしながら、インターネットが普及するに伴う弊害の発生及び利用に関する新たな規制の導入ならびにその他の要因で、

今後インターネット利用者の順調な増加が見られない場合、当社グループの事業及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

  (2)Ｅコマースの市場について 

    当社グループの主要事業であるパフォーマンスマーケティング事業は、Ｅコマースの市場と普及に対して相関関係を有して

おります。 

経済産業省の調査によれば、平成16年度のB to CのＥコマース市場規模は５兆6,430億円となっており、今後も市場規模は拡

大するものと予想されます。しかしながらＥコマースの歴史は浅く、将来の市場規模を正確に把握することは困難であり、昨

今の情報漏洩等の問題でインターネット利用者のＥコマースへの参加意欲が減退し、その成長が予測どおり進まない場合に

は、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3)インターネット広告業界の推移について 

    平成17年の日本における総広告費は、株式会社電通の調査によると前年比101.8％の5兆9,625億円となっておりますが、イン

ターネット広告においては前年比154.8%の2,808億円と、高い成長率を示しております。 

    しかしながら、広告市場は景況に対して敏感に影響を受けることもあり、急激な景況の変化により、今後総広告費の推移が

さらに鈍化し、インターネット広告にもその影響が及んだ場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

(4)法的規制について 

    現時点においては、当社グループ事業を大きく左右するような法的規制はないものと認識しておりますが、ここ数年、イン

ターネット事業に関連する立法が徐々に整備されてきており、法的紛争も増加しております。今後、インターネットの利用者

及び事業者を規制対象とする法令、行政指導、その他の規制等が制定されることにより、通信、商用および宣伝手段としての

インターネットの受け入れが制約を受け、インターネットの一般的な発展が妨げられた場合、当社グループの事業および業績

に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

    またクッキーの使用を含め、当社ネットワーク上で広告の配信、注文のトラッキングおよび不正行為を防ぐために使用して

いる技術が規制、制限された場合には、代替手段の開発に多額の投資が必要になり、当社グループの業績に重要な影響を及ぼ

す可能性があります。 

  



２．事業特性について 

(1)コンピュータシステムについて 

    当社グループは、iTrack及びiTargetを含むアフィリエイトプログラムプラットフォームや検索サービス基幹システムを通し

て、顧客にサービスを提供しております。当社グループの業務遂行は安定したシステム稼動とインターネットインフラの維持

が不可欠であり、経常的な保守管理及び継続的な設備投資を行っております。 

しかしながら、下記の事項をはじめとする様々な要因によって、当社グループのコンピュータシステムに障害が生じ、広告

の正常な配信、クリック数の計測、注文のトラッキング、結果報告、そしてこれらのデータを素早く正確に処理するための

サービスを顧客に提供することができなくなった場合、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

①ハードウェアまたはソフトウェアの不備 

②インターネット通信回線のトラブル 

③アクセスの急激な増加 

④自然災害 

⑤停電 

⑥人的ミス、怠業または破壊的行為 

⑦コンピュータウイルス 

  

(2)技術について 

当社グループの業績は、利用者の継続的なインターネットの使用率に依存しております。インターネット使用率が急激に増

加し、当社グループのシステムを通じて配信される広告数やクリック率及び注文率が急激に増加した場合には、システム応答

時間の遅延、広告の配信、表示の問題及びセキュリティー面の不安等を回避するべく対応しております。 

また当社グループでは継続的に専門知識を持つ高度な人材の採用と最新の技術に対応できる人材育成を行っております。し

かしながら、インターネット技術の進歩によるインターネットインフラストラクチャーの開発遅延や、インターネット使用率

の急激な増加に耐えうるハードウェアの選定ミス等、確実に回避できる保証はなく、同時に新しいインターネット関連技術及

びビジネスモデルの変化への対応には、相当の時間と費用が必要となる可能性があります。これらの状況に当社グループの技

術力等が追随できなくなった場合、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

(3)インターネット事業における外部環境及び技術への依存について 

    当社グループは、サービスの運営やサポートにおいて、第三者製システム及び外部インフラストラクチャーを利用しており

ます。また、当社グループのシステムが動作するには、サービスの利用者が使用する第三者製システムが正常に動作している

ことが前提となります。これらの環境に支障が生じた場合は、当社の事業に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4)国際紛争、テロ事件等による影響 

    当社グループは、技術開発やサポートの拠点をロシアにも有しているため、国際紛争及びテロ事件等それら地域における開

発環境の悪化や通信に障害が生じた場合には、当社グループの事業の運営に支障が生じる可能性があります。 

  

(5)パートナーサイトの参加審査・監視体制について 

    当社グループではパートナーネットワークの品質管理のために専任の審査・監視要員を配置しており、パートナーサイトの

参加審査および不正等の監視を実施しております。参加の審査に当たっては、当社グループの内部審査基準に適合しているこ

との確認に加え、パートナー参加規約で規定されるサービス提供拒否事由や禁止事項に該当していないことを確認の上、参加

の可否を決定しております。 

また、既にネットワークに参加しているパートナーサイトに関しては、不正行為を判断するための内部基準に抵触している

場合、その不正行為の度合いに応じて問い合わせもしくは警告を行うことで改善を要求し、一定期間内に適切な回答と改善が

ない場合には、その時点で契約を解除することとしております。 

また、故意もしくは悪意により悪質な違反行為を行っていると判断される場合は、即刻契約解除することもあります。以上

のとおり当社グループは、パートナーの参加審査・監視について十分に注意を払っておりますが、予期せぬ要因により、これ

らの対応に不備が生じ、ECサイトからクレームを受け信用を失い、または損害賠償を請求された場合には、当社グループの業

績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(6)有害サイトについて 

当社グループでは、新規パートナーサイトもしくはECサイトの登録の際は全て、刑法、民法、商法、薬事法、著作権法、不

当景品類及び不当表示防止法、その他の法律等で禁止されている内容を含むコンテンツや商品について査定を行っておりま

す。 



しかし、どれほど厳密な体制を備えていようとも、パートナーサイトのコンテンツ全てに関して完全に監視、管理および保

証することは非常に困難であり、また、既に当社グループサービスを利用しているECサイトが違法商品を宣伝した場合につい

ても同様であります。 

顧客の違法宣伝行為に関連して起訴され、訴訟費用が発生した場合には、当社グループのブランド及び業績に重要な影響を

及ぼす可能性があります。 

  

(7)競合について 

急激な発展を続けるＥコマース、商用検索サービスなどのインターネットマーケティングソリューションの分野における競

争は激しく、新技術や新規参入の可能性も含め今後も競争の激化が予測されます。その中で業績をあげていくためには、効果

的な戦略に基づいた業務運営が不可欠であるという観点から、当社グループでは競合として挙げられる企業の多くと業務的な

協力関係を結んでおります。当社グループの競合であるアフィリエイトサービスプロバイダー企業の多くが、当社グループの

商用検索サービスの顧客であります。特定のサービス分野では競合であっても、それ以外の当社グループが提供するサービス

では利用者となる、という形態で連携を取っております。 

今後もこうした企業と連携していく一方で、競合分野に関しては競争力の維持向上に努めてまいりますが、競合他社との差

別化による優位性が十分に確立できない場合、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(8)サービスの陳腐化について 

 インターネット関連技術及びそのビジネスモデルは変化が早いため、インターネットを積極的に利用している事業者は、一

定水準のサービスの提供を維持するためにも、技術革新及びビジネスモデルの変化に積極的かつ柔軟に対応していく努力が必

要であります。 

 当社グループは今後も不断の経営努力を行ってまいりますが、新サービス導入または既存サービス強化のために必要な新し

い技術及びビジネスモデルを、何らかの理由で適時かつ効果的に採用もしくは応用できない場合には、当社グループの業績に

重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(9)知的財産権について 

    当社グループは、中核事業であるパフォーマンスマーケティング事業の基礎をなす技術やビジネスモデルについて、精力的

に特許の申請を行っておりますが、現時点においては権利取得に至っておらず、権利が取得できる確実性もありません。ま

た、当社グループは、ブランドを重要な企業財産と位置付けて国内外において各種の商標登録を実施し、登録を申請中であり

ます。 

しかし、インターネット上での情報提供分野において国内外の各種事業者等が特許その他の知的財産権を取得した場合は、

その内容次第で当社グループに対する訴訟やクレーム等が発生し、当社グループの事業及び業績に重要な影響を及ぼす可能性

があります。 

  

(10)個人情報の管理について 

 当社グループは、各種サービスを提供するにあたり、お客様の個人情報を取得しております。平成15年５月に「個人情報の

保護に関する法律」が成立したことにより、今後はより一層厳格かつ適正な個人情報の取扱いが要求されることになります。

当社グループは、そのような情報の取扱いに関して、平成17年には個人情報保護におけるTRUSTe認証を取得し、プライバ

シー・ポリシーを策定及び遵守することにより、個人情報の保護に万全を期しておりますが、不測の事態により個人情報の漏

洩その他不適切な処理が行われた場合は、損害賠償の請求や信用力の低下等により、当社グループの事業及び業績に重要な影

響を及ぼず可能性があります。 

  

(11)組織体制・人材について 

 当社グループの事業の成長は、経営陣及び幹部社員の主要個人による継続的な業務の遂行に大きく依存しております。加え

て、当社グループの複雑な業務や技術の性質上、現在の開発部員の継続的な業務の遂行も必要不可欠です。また営業及び管理

部門の各部門長は、当社のサービスを拡販し、対処すべき管理業務を遂行できる管理体制を構築することに寄与しておりま

す。 

当社グループは、今後の業容拡大及び顧客ニーズの多様化に対応するべく、人員の増強及び内部管理体制の一層の充実を図

る予定です。また当社グループは、未だ成長途上にあり、会社運営を円滑に遂行していく上で優秀な人材を適切な時期に確保

する必要があります。 

しかしながら、優秀な人材の拡充が予定通り進まなかった場合、または既存の主要な人材が社外に流出した場合は、当社グ

ループの経営活動に支障が生じ、当社グループの事業及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

３．特定事業への依存度が高いことについて 



 当社グループのパフォーマンスマーケティング事業の業績は、平成16年12月期においては連結売上高の84.0％(2,383,757千円)、

平成17年12月期においては連結売上高の91.1％(3,689,071千円)であります。また当連結会計年度においては、経営資源を当社

の強みであるパフォーマンスマーケティング事業に集中することが最適な事業戦略であると判断しホスティング事業より撤退

をしており、パフォーマンスマーケティング事業の単一セグメントとなっております。 

 当社グループでは今後も高品質なサービスの向上に努め、パフォーマンスマーケティング事業の売上拡大を図っていく所存

であります。しかしながら、Ｅコマース市場における競合の激化や法的規制の強化、またはシステム障害、その他インター

ネットを取り巻く環境の急激な変化によって、パフォーマンスマーケティング事業の成長に何らかの問題が生じた場合、当社

グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

４．業績の推移について 

    当社グループの最近５年間の業績推移は次のとおりであります。当社グループは最近５年間については、第７期まで経常損

失を計上しておりましたが、当社グループの主要事業であるパフォーマンスマーケティング事業からの収益が順調に拡大して

いることから、第８期に黒字転換することができました。しかしながら当社グループの主要サービスであるアフィリエイト

マーケティングサービスは、近年になり急速に広がりつつあるサービスであるため、過年度の経営成績が今後の当社グループ

の売上高や利益等を判断する材料としては不十分である可能性があります。 

  

  

５．ヤフー株式会社との関係について 

ヤフー株式会社は、提出日現在当社の発行済株式総数の49.57％を保有しており、当社は同社の持分法適用関連会社でありま

す。同社のショッピング事業をはじめとする各事業と、当社グループのアフィリエイトマーケティングサービスを中心とする

各種サービスが提携することにより、国内有数のオンライン販売チャネルの構築と事業シナジーの実現を目指しております

が、これらの効果が計画通りに展開できなかった場合、もしくは同社の経営方針に変更があった場合には、当社グループの事

業展開に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (千円) 599,046 986,726 1,913,585 2,837,041 4,049,660

経常利益（△は損失） (千円) △914,814 △662,101 13,225 180,155 231,824

当期純利益（△は損失） (千円) △917,991 △1,112,108 10,193 209,225 173,982

純資産額 (千円) 1,741,585 655,685 690,775 874,170 1,424,677



(1)ヤフー株式会社との取引について 

 当社は、当連結会計年度においてヤフー株式会社との間に以下の取引関係があります。 

 （注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

サービスの提供条件については、一般取引条件と同様に決定しております。 

３ パフォーマンスマーケティング事業の提供に際して、当社が回収を代行するために請求した提携パートナーの報酬にか

かる未精算額であり、連結貸借対照表上、提携パートナーに対する預り金と相殺して表示しております。 

  

(2)人的関係について 

 当社取締役10名のうち以下の３名は、その豊富な経験をもとに社外の客観的見地から事業運営の助言を得ることを目的とし

て、ヤフー株式会社より招聘しております。その者の氏名ならびに当社及びヤフー株式会社における役職は以下のとおりであり

ます。 

 なお、この他の従業員等出向者の受け入れは行っておりません。 

  

(3)株主間契約について 

ヤフー株式会社、当社株主及び当社は、下記内容の株主間契約を締結しております。 

①当社の経営 

当社の株式公開以前については、取締役会は最大10名、内最大5名を常勤取締役、最大5名を非常勤取締役とし、当初の社内取締

役は現在の常勤取締役とする。ヤフー株式会社は、同社の株式保有比率が30％を下回らない限りは、社外取締役３名を選任する

権利を有する。 

  

②当社株式の譲渡制限 

当社株主は、取締役会の承認がなされた場合及び本契約において定められた他の手続に従った場合を除き、当社株式を譲渡して

はならない。ヤフー株式会社は、株式公開から1年後または平成18年12月31日のいずれか早い方まで当社株式を譲渡してはならな

い。また、ヤフー株式会社は、株式公開までの間は41,971株を超えて当社株式を取得しない。ただし、ヤフーの持株比率を42.6%

とするための本株式の取得はこの限りでない。 

  

③契約期間満了及び終了 

本契約は、本契約に別途明示的に定める場合を除き、当社の株式公開、当社株主すべてによる本契約の合意解約又は本会社の清

算、解散又は消滅のいずれかが起きたときに終了して効力を失い拘束力を持たなくなるものとする。 

  

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の
関係会社 

ヤフー株式
会社 

東京都港区 6,906,322 
インター
ネット広
告事業等 

(49.61)
取締役
１名 

当社グ
ループ
サービ
スの提
供 

パフォーマ
ンスマーケ
ティング事
業のサービ
ス提供 

150,535 

売掛金 68,817

未収入金 
（注）３ 

57,264

当社における役職 氏名 ヤフー株式会社における役職 

取締役（非常勤） 井上 雅博 代表取締役社長

取締役（非常勤） 武藤 芳彦 広告本部長

取締役（非常勤） 松本 真尚 ショッピング事業部長



５．今後の事業展開について 

(1)投融資・新規事業展開に伴うリスクについて 

当社グループは、パフォーマンスマーケティング事業及びホスティング事業を通じた各種サービスを提供することにより、事

業の拡大を図ってまいりましたが、今後の事業展開については、経営資源を当社の強みであるパフォーマンスマーケティング事

業に集中することが最適な事業戦略であると判断して、当連結会計年度においてホスティング事業を売却し、当事業より撤退を

しております。今後はパフォーマンスマーケティング事業を中心に幅広いサービスの提供を行っていく方針を持っております。

その実現を図る上で、子会社設立、合弁事業の展開、買収等について国内外を問わず行っていく可能性があります。今後の投

融資額については現在の事業規模と比較して多額となる可能性もあり、また新規事業の展開にあたっては、その性質上、予期せ

ぬ要因等により、計画通りに事業が展開できなかった場合、当社グループの事業及び業績に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。さらに、投融資先の事業の状況が当社グループに与える影響、また新規事業が当社グループに与える影響を確実に予測する

ことは困難であり、予期せぬ要因が発生した場合、これらの投融資の回収ができず、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす

可能性があります。 

  

(2)海外の事業展開におけるリスクについて 

 当社は、当連結会計年度末現在、海外において連結子会社３社及び非連結子会社で持分法非適用会社１社を有しております

が、これらの会社は現在事業活動を行っておりません。ただし、アフィリエイトマーケティングサービス等の当社のビジネスモ

デルは、日本国内のみならず海外でもサービス展開が可能であり、海外企業との業務提携の機会が実現した際には、これら海外

子会社を活用して事業を開始する可能性もあります。しかしながら、海外での事業展開が計画通りに進捗しなかった場合、当社

グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

(3)資金調達に関するリスクについて 

 当社グループが事業の拡大を図るためには、新たな技術の開発や設備投資のための資金需要に対応していく必要があります。

これらの資金需要に対し、資本市場からの調達を含めた調達方法の多様化によってリスク分散を図っていく方針でありますが、

環境の変化によって十分な資金調達を行えない場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

１．当社株式の公開買付けに関する合意書 

    平成17年２月28日当社取締役会において、ヤフー株式会社による当社株式の公開買付けにおける賛同を決議し、平成17年３月

３日にて当社、当社各常勤取締役及びヤフー株式会社間での公開買付けに関する合意書を締結いたしました。当合意書の主な内

容は下記のとおりとなります。 

  

(1) 契約の当事者 

   当社 

   当社経営陣株主（当社常勤取締役） 

    ティモシー・ロナン・ウィリアムズ 

    ハーム・ブリーマ 

    ブライアン・ネルソン 

    ベン・クラーク 

    高橋 敬一 

   ヤフー株式会社 

  

(2) ヤフー株式会社における当社株式公開買付けの実施 

  ① 実施期間        平成17年３月１日より平成17年４月11日まで 

  ② 買付株式数       41,971株  

               応募される株式数がこれに満たないときは当該応募された株式全てについて買付を行わず、これを

超過する応募があった場合には当該超過部分全部について買付を行わない。 

  ③ 買付価格        一株につき260,571円 

  ④ 公開買付けに対する応募 当社経営陣株主は当公開買付けに応募するものとする 

  

(3) 公開買付けの結果 

    平成17年４月11日、ヤフー株式会社は当社株式の公開買付けを完了いたしました。この結果ヤフー株式会社は当社発行済株式

の49.71％を取得して当社の主要株主となり、当社はヤフー株式会社の持分法適用関連会社となりました。 

  

２．当社株主間契約  

平成17年３月３日、ヤフー株式会社による当社株式公開買付けの合意書が締結されたと同時に、当公開買付けの完了により自

動的に効力を発する当社株主間契約を、当社およびヤフー株式会社を含む主要大株主と締結し、平成17年４月11日、ヤフー株式

会社は当社株式の公開買付けを完了したことによって当株主間契約は効力を発生いたしました。当契約の主な内容は下記のとお

りとなります。 

  

(1) 契約の当事者 

当社 

本契約に参加した当社株主 

ヤフー株式会社 

  

(2) 証券の新規発行における、優先的引受権 

各株主は、発行済株式総数に対して当株主が現在保有している株式の割合までの新株の引受を選択することができる。 

  

(3) 当社の経営 

当社の株式公開以前については、取締役会は最大10名、内最大５名を常勤取締役、最大５名を非常勤取締役とし、当初の社内

取締役は現在の常勤取締役とする。当社の日常的経営を行う経営陣は、取締役会の定めるところにより当初現在の当社常勤取締

役とする。 

  

(4) 当社株式の譲渡制限 

当社株主は、取締役会の承認がなされた場合及び本契約において定められた他の手続に従った場合を除き、当社株式を譲渡し

てはならない。 

  

(5) 契約期間満了及び終了 

本契約は、本契約に別途明示的に定める場合を除き、当社の株式公開、当社株主すべてによる本契約の合意解約又は本会社の



清算、解散又は消滅のいずれかが起きたときに終了して効力を失い拘束力を持たなくなるものとする。 

  

３．合弁会社設立に関する契約 

当社は、平成17年４月18日付株主間契約にて、グローバルメディアオンライン株式会社（平成17年６月１日付にてGMOインター

ネット株式会社に商号変更）と共同でアフィリエイト事業の新会社を設立いたしました。新会社の概要は下記のとおりとなりま

す。 

  

(1) 商号    GMOアフィリエイト株式会社 

  

(2) 本店所在地 東京都渋谷区 

  

(3) 設立年月日 平成17年４月21日 

  

(4) 資本金   10,000千円（発行価額 1株につき50,000円、授権株式数 200株） 

  

(5) 株主構成  グローバルメディアオンライン株式会社 51％（102株）  

当社 49％（98株） 

  

(6) 事業内容  アフィリエイト事業において、日本最大級のクライアントを持ち大きなシェアを占める当社と、多数のメディア

を保有するGMOグループが、それぞれの経営資源を融合することにより、新たな事業基盤の構築を目指す。 

  

なお、当社は平成18年２月27日付にて上記GMOインターネット株式会社との合弁会社設立に関する株主間契約を解消し、当社が

保有するGMOアフィリエイト株式会社株式全株を、GMOインターネット株式会社に売却いたしました。 

  

４．Sozon株式会社の株式取得（連結子会社化） 

当社は、平成17年10月26日開催の取締役会においてSozon株式会社の株式の追加取得を決議し、平成17年10月31日付で同社株主よ

り当該株式を取得しました。今回の追加取得により当社の同社に対する出資比率は9.91%から90.99%に上昇し、同社は当社の連結

子会社となりました。 

  

(1) Sozon株式会社の概要 

①商号       Sozon株式会社 

②本店所在地    東京都中央区京橋一丁目６番12号 京橋イーサスビル 

      （平成17年12月に東京都中央区銀座1丁目３番９号実業之日本社銀座ビルに移転） 

③代表者の役職氏名 代表取締役社長 アミール・アヤロン 

④設立年月日    平成16年10月18日 

⑤資本金の額    11,000千円 

⑥事業内容     検索エンジン最適化(SEO : Search Engine Optimization)サービスの提供 



(2）株式取得の目的 

グループ企業間のシナジーが見込めること及び当該サービスの強化のため 

  

(3）取得の時期 

契約締結日 平成17年10月28日 

株式取得日 平成17年10月31日 

  

(4) 取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

①取得前の所有株式数  22株（所有割合 9.91％） 

②取得する株式の数  180株（取得金額 324,000千円） 

③取得後の所有株式数 202株（所有割合 90.99%） 

  

５．ホスティング事業の会社分割及び分割会社の譲渡 

  当社は、平成17年11月15日開催の取締役会において企業の発展・成長をさらに加速させるために、経営資源を当社の強みである

パフォーマンスマーケティング事業に集中することが最適な事業戦略であると判断し、平成17年12月１日を期して、当社ホス

ティング事業を分割し新たに設立するデータソリューションズ株式会社に承継させる会社分割を実施いたしました。加えて平成

17年11月30日付にて当社が保有するデータソリューションズ株式会社株式全株を、株式会社シーサイドネットに譲渡する株式譲

渡契約を締結し、平成17年12月１日をもって売却いたしました。 

  

(1) ホスティング事業の会社分割 

  ①当該分割により当社から営業を承継する会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容 

商号         データソリューションズ株式会社 

本店所在地      東京都文京区 

代表者の役職氏名   代表取締役社長 ハーム・ブリーマ 

資本金の額      10,000千円 

主な事業内容     ホスティング事業 

  

②当該分割の目的 

企業の発展・成長をさらに加速させるために、経営資源を当社の強みであるパフォーマンスマーケティング事業に集中する

ことが最適な事業戦略であると判断し、ホスティング事業の分割・新会社の設立を決断い たしました。 

  

   ③当該分割の方法及び分割に係る計画の内容 

分割の方法 

当社を分割会社として、新設するデータソリューションズ株式会社を承継会社とする分社型の新設分割であり、新設会社が

分割により発行する株式の総数を当社に割り当てる物的分割です。 

  

分割の日程 

分割計画書承認取締役会 平成17年11月15日 

分割計画書承認株主総会 平成17年11月30日 

分割期日        平成17年12月１日 

分割登記        平成17年12月１日 

  

④株式の割当 

本件分割に際して、新設会社が新たに発行する普通株式200株は、その総数を当社に割当てるものといたします。 

  



⑤分割交付金 

該当事項はありません。 

  
⑥分割によって設立する新設会社が分割会社より承継する権利義務 

平成17年10月31日現在の貸借対照表を基礎とし、これに分割期日に至るまでの増減を加除した当事業に属する資産、これら

に付随する権利義務及び契約上の地位（ただし、当分割に係る分割計画書において別段の合意がなされたものを除く）といた

します。また当社が保有しているデータ・ステーションズ株式会社の全株式につきましては、新設会社の資産として承継する

ことになります。 

  

(2) 子会社データソリューションズ株式会社全株式の譲渡 

株式の譲渡先 

商号       株式会社シーサイドネット 

本店所在地    東京都豊島区 

代表者の氏名   代表取締役 小尾 英樹 

資本金      12,000千円 

主な事業内容   ホスティングサービス 

売却金額     144,384千円 

支払期日     売却金額のうち、100,000千円を株式譲渡日に支払い、残額については株式譲渡日より６ヶ月以内に支

払うこととする。 

  

異動年月日 

     平成17年12月１日 



６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）財政状態 

①資産の部 

当連結会計年度末における総資産は2,523,182千円(前連結会計年度末は1,600,105千円)と、923,077千円増加(前年同期比

157.7％)となりました。 

流動資産においては、当連結会計年度末の残高は1,771,028千円と、752,476千円増加(前年同期比173.9%）となりました。パ

フォーマンスマーケティング事業の売上増や、新たに連結子会社となったSozon株式会社の売上寄与から現金及び預金、売掛

金が増加したことが主な理由です。  

固定資産においては、当連結会計年度末の残高は752,153千円と、170,600千円増加(前年同期比129.3％)となりました。パ

フォーマンスマーケティング事業や社内設備において、サーバー等の設備を増強したことによる有形固定資産の増加や、新規

連結子会社に関わる連結調整勘定の計上及びSozon株式会社における差入保証金の増加が主な理由です。 

  

②負債の部 

当連結会計年度末における負債は1,091,408千円(前連結会計年度末は725,934千円)と、365,474千円増加(前年同期比

150.3％)となりました。 

流動負債においては、当連結会計年度末の残高は873,089千円と、268,987千円増加(前年同期比144.5％)となりました。売上

増加に伴う売上原価やパートナーサイトへの未払報酬額及び営業費用増加に伴う買掛金、未払金の増加が主な理由です。 

固定負債においては、当連結会計年度末の残高は218,319千円と、96,487千円増加(前年同期比179.2%)となりました。アフィ

リエイトマーケティングサービス新規取引開始ECサイトからの預り保証金が増加したことが主な理由です。 

  

  ③少数株主持分 

    当連結会計年度末における少数株主持分は7,095千円となりました。当連結会計年度に株式を取得したSozon株式会社を新た

に連結子会社としたことによるものです。 

  

④資本の部 

当連結会計年度末における資本は1,424,677千円(前連結会計年度末は874,170千円)と、550,507千円増加(前年同期比

163.0％)となりました。ストックオプションの権利行使による新株発行により、資本金が832,539千円と、186,399千円増加

(前年同期比128.8％)し、資本剰余金が188,070千円と、186,970千円増加(前年同期比17,097.3％)したこと、当期純利益の計

上により利益剰余金が397,605千円と、173,982千円増加(前年同期比177.8%)したことが主な理由です。 

  

（2）キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は1,115,150千円(前連結会計年度末は566,765千円)と、548,384千円増

加(前年同期比196.8％)となりました。当連結会計年度における資金の増減要因については、「１．事業等の概要（2）キャッ

シュ・フロー」に記載しております。 

  

（3）経営成績 

当連結会計年度における売上高は4,049,660千円(前連結会計年度2,837,041千円)と、1,212,619千円増加(前年同期比142.7%)

となりました。 

パフォーマンスマーケティング事業においては、売上高は3,689,071千円(前連結会計年度2,383,757千円)と、1,305,314千円

増加(前年同期比154.8％)となりました。アフィリエイトマーケティングサービスにおける広告配信数の増加や業務受託契約

の増加、新たに連結子会社となったSozon株式会社の提供するSEOサービスにおける売上の増加が主な理由です。  

ホスティング事業においては、売上高は360,588千円(前連結会計年度453,283千円)と、92,695千円の減少(前年同期比

79.6％)となりました。なお、ホスティング事業に関しては、経営資源を当社の強みであるパフォーマンスマーケティング事

業に集中することが最適な事業戦略であると判断し、平成17年12月に当事業の売却を行い、撤退しております。 

売上原価、販売費及び一般管理費は3,815,834千円(前連結会計年度2,661,639千円)と、1,154,194千円増加(前年同期比

143.4％)となりました。 

売上原価においては1,678,046千円と、594,165千円増加(前年同期比154.8％)となりました。売上増にともなう売上原価の増

加やパフォーマンスマーケティング事業用資産の増加による減価償却費の増加が主な理由です。 

販売費及び一般管理費においては2,137,787千円と、560,029千円増加(前年同期比135.5%)となりました。営業体制の拡大等

による人員増加のための人件費増加、海外への開発業務委託費の増加、当社株式の公開買付け等にかかる弁護士等への支払報

酬増加や、コーポレートブランディング及びマーケティングにかかる広告宣伝費用が増加したことが主な理由です。 

以上の結果、当連結会計年度における営業利益は233,826千円と、58,424千円の増加(前年同期比133.3％)となりました。 



  

営業外収益においては10,777千円(前連結会計年度12,074千円)と、1,297千円減少(前年同期比89.3%)となりました。連結調

整勘定償却額の計上が減少したことが主な理由です。 

営業外費用においては12,779千円と(前連結会計年度7,321千円)と、5,458千円増加(前年同期比174.6％)となりました。ス

トックオプションの権利行使による新株発行費の増加や、新規持分法適用関連会社の持分法による投資損失の計上が主な理由

です。 

以上により、当連結会計年度における経常利益は231,824千円(前連結会計年度180,155千円)と、51,669千円の増加（前年同

期比128.7％）となりました。 

  

特別利益においては26,532千円(前連結会計年度31,928千円)と、5,396千円の減少(前年同期比83.1%)となりました。ホス

ティング事業を売却したことによる事業売却益が計上されたことが主な理由です。 

特別損失においては当連結会計年度において62,825千円が計上されました(前連結会計年度は発生なし)。連結子会社ルック

スマート・ジャパン株式会社の整理にかかる損失が主な理由です。 

以上により、当連結会計年度における税引等調整前当期純利益は195,530千円(前連結会計年度212,083千円)と、16,553千円

の減少（前年同期比92.2%）となりました。 

  

この他、新規連結子会社にかかる法人税額の増加や、少数株主利益が発生したことにより、以上の結果、当連結会計年度に

おける当期純利益は173,982千円(前連結会計年度209,225千円)と、35,243千円の減少(前年同期比83.2％)となりました。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資等の総額は195,914千円であり、事業の種類別セグメントの設備投資について示すと、次のとおりで

あります。 

 パフォーマンスマーケティング事業では、プログラムの開発・改良、サーバ類の増強のために、181,537千円の投資を実施しま

した。 

 本社管理では、サーバ等の増強のために、子会社では、子会社本社移転の際の建物間仕切り工事等の為に14,377千円の投資を

実施しました。 

 ホスティング事業の売却に伴い、シェアードホスティングサービスのプログラム224,378千円（帳簿価額64,966千円）をデー

タ・ステーションズ株式会社に売却しました。 

  

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 前連結会計年度末に計画していた設備投資計画のうち、アフィリエイトファイナンスシステムについては、平成17年5月

に完成しております。 

３ 従業員数の〔〕は、臨時雇用者数の平均人員を外数で記載しております。 

４ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は下記の通りであります。 

  

(2）国内子会社 

 （注）１ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数の〔〕は、臨時雇用者数の平均人員を外数で記載しております。 

      平成17年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業員数
（人） 工具器具備品

（千円） 
ソフトウェア
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 
（東京都文京区） 

パフォーマン
スマーケティ
ング事業 

バリューコマー
ス・プログラム、 
通信関連設備等 

158,333 118,049 276,383 
107

〔 15〕

本社管理 通信関連設備等 18,725 522 19,248 
19
〔 1〕

    平成17年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメント
の名称 

設備の内容 面積（㎡）
年間賃借料 
（千円） 

本社 
（東京都文京区） 

パフォーマンスマーケテ
ィング事業 
本社管理 

本社事務所用建物 786.52 37,115 

      平成17年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業員数
（人） 工具器具備品

（千円） 
建物付属設備
（千円） 

合計 
（千円） 

Sozon株式会社 
（東京都中央区） 

パフォーマン
スマーケティ
ング事業 

事務所用建物等 352 9,423 9,775 
12
〔3〕



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設備計画は原

則的に連結会社各社が個別に作成しておりますが、計画策定に当たっては提出会社を中心に調整を図っております。 

  

(1）重要な設備の新設等 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設の計画は、次のとおりであります。 

（注）１ 金額には消費税等を含めておりません。 

２ 平成16年12月及び平成17年５月にて機能の一部をリリースしたことにより、既支払額のうち125,167千円をソフトウェ

アへ計上し、使用を開始しております。 

  

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

  

会社名 
(事業所名) 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定額
資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の増加
能力 総額

（千円） 
既支払額
（千円） 

着手 完了 

提出会社 
（本社） 

東京都 
文京区 

パフォーマン
スマーケティ
ング事業 

バリューコマー
スプログラム・
プラットフォー
ム3.0 

538,460 214,234 自己資金
平成15年
1月 

平成20年
12月 

ポータルペー
ジのユーザビ
リティ強化と
管理画面の情
報量強化 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(注)１ 「提出日現在」欄の発行数には、平成18年３月１日から本報告書提出日までの新株予約権（旧商法に基づき発行された新

株引受権付社債の権利行使を含む。）の行使により発行されたものは含まれておりません。 

２ 発行済株式のうち、890株は現物出資によるものであります。 

   ３ 平成18年１月１日から本報告書提出日の前月末日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が60株、資本金

及び資本準備金がそれぞれ600千円増加しております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 302,800 

計 302,800 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年３月31日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 84,610 84,670 非上場・非登録 － 

計 84,610 84,670 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  

第１回、第２回、第３回新株予約権 

（平成14年７月19日株主総会の特別決議、平成14年9月20日（第１回、第２回）及び平成14年12月19日(第３回)取締役会決

議に基づき発行） 

 （注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、平成16年12月23日の1：10の株式分割により10株となっております。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数及び払込金額の調整 

①株式の数の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、付与株式数は次に定める算式により調整されるものと

し、調整により生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとします。 

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた

時は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとします。 

②行使価額の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、株式一株当たりの払込金額（行使価額）は次に定める

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとします。 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時

は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとします。 

３ その他の権利行使の条件は、当社と各新株予約権者間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところによります。 

  

  
事業年度末現在

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 453(注)１ 446 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,530(注)１ 4,460 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 20,000(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月20日～
平成24年７月19日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  20,000
資本組入額  10,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使
はできないこととする 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するた
めには、当会社の取締役
会の承認を要するものと
する 

同左 

  
調整後行使価額＝調整前行使価額× 

１   

  分割又は併合の比率   



第４回新株予約権 

（平成16年３月26日株主総会の特別決議、平成16年５月10日取締役会決議に基づき発行） 

 （注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、平成16年12月23日の1：10の株式分割により10株となっております。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数及び払込金額の調整 

①株式の数の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、付与株式数は次に定める算式により調整されるものと

し、調整により生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとします。 

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた

時は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとします。 

②行使価額の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、株式一株当たりの払込金額（行使価額）は次に定める

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとします。 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時

は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとします。 

３ その他の権利行使の条件は、当社と各新株予約権者間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところによります。 

  

  
事業年度末現在

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 279(注)１ 272 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,790(注)１ 2,720 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 10,000(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年３月27日～
平成26年３月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  10,000
資本組入額  5,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使
はできないこととする 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するた
めには、当会社の取締役
会の承認を要するものと
する 

同左 

  
調整後行使価額＝調整前行使価額× 

１   

  分割又は併合の比率   



第５回新株予約権 

(平成17年３月28日株主総会の特別決議、平成17年４月19日取締役会決議に基づき発行) 

 (注)１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株となっております。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数及び払込金額の調整 

①株式の数の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、付与株式数は次に定める算式により調整されるものと

し、調整により生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとします。 

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた

時は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとします。 

②行使価額の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、株式一株当たりの払込金額（行使価額）は次に定める

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとします。 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時

は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとします。 

３ その他の権利行使の条件は、当社と各新株予約権者間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところによります。 

  

  
事業年度末現在
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 68(注)１     68 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 68(注)１ 68 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 265,000(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年３月29日～
平成27年３月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  265,000
資本組入額  132,500 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使
はできないこととする 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するた
めには、当会社の取締役
会の承認を要するものと
する 

同左 

  
調整後行使価額＝調整前行使価額× 

１   

  分割又は併合の比率   



② 商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債 

  

第２回無担保新株引受権付社債（平成12年12月18日発行） 

（注）１ 新株引受権付社債は、いずれも同社債の新株引受権部分を当社従業員等に対し報酬の一部とし支給することを目的として

発行したものです。 

２ 新株引受権の行使により発行する株式の１株当たりの発行価格（行使価格）に0.5を乗じた額で、その結果１円未満の端数

を生じるときはその端数を切り上げた額となります。 

３ 新株引受権１個につき目的となる株式数は、平成16年12月23日の1：10の株式分割により10株となっております。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１ 株式交換によるものであります。 

２ 同日開催の定時株主総会決議に基づく欠損填補によるものであります。 

３ 平成15年３月26日開催の定時株主総会決議に基づく欠損填補によるものであります。 

４ 株式分割（1：10）によるものであります。 

５ 第９期における新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された新株引受権付社債の権利行使を含む。）によるものであり

ます。 

６ 当事業年度（第10期）における新株予約権の行使によるものであります。 

７ 平成18年１月１日から本報告書提出日の前月末日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が60株、資本金

及び資本準備金がそれぞれ600千円増加しております。 

  

  
事業年度末現在

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株引受権の残高（千円） 11,935 11,935 

新株引受権の権利行使により発行する株式の発行価格
（円） 

238,718 同左 

資本組入額（円） （注）２ 同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年３月６日 
（注）１ 

60 7,630 － 2,178,593 － 1,951,425

平成15年３月26日 
（注）２ 

－ 7,630 － 2,178,593 △1,951,425 －

平成15年５月８日 
（注）３ 

－ 7,630 △1,533,553 645,039 － －

平成16年12月23日 
（注）４ 

68,670 76,300 － 645,039 － －

平成16年12月31日 
（注）５ 

110 76,410 1,100 646,139 1,100 1,100

平成17年12月31日 
（注）６ 

8,200 84,610 186,399 832,539 186,970 188,070



(4）【所有者別状況】 

（注） 自己株式７株は、「個人その他」に含めて記載しております。 

  

(5）【大株主の状況】 

 （注）１ 前事業年度末現在主要株主であったジェイ・エイチ・ウィットニー・フォー・エルピーは、当事業年度末では主要株主

ではなくなりました。 

２ 前事業年度末現在主要株主でなかったヤフー株式会社は、当事業年度末では主要株主となっております。 

  

  

    平成17年12月31日現在

区分 

株式の状況

端株の状況
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 1 1 7 3 10 31 53 －

所有株式数
（株） 

－ 90 5 43,657 7,112 27,095 6,651 84,610 －

所有株式数の
割合（％） 

－ 0.11 0.01 51.60 8.40 32.02 7.86 100.00 －

   平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

ヤフー株式会社 東京都港区六本木６-10-１ 41,971   49.61 

ティモシー・ロナン・ウィリアムズ 東京都世田谷区奥沢４-11-15 19,229 22.73 

ジェイ・エイチ・ウィットニー・フ
ォー・エルピー 
（常任代理人イーストポイント・キ
ャピタル・マネージメント） 

アメリカ合衆国コネチカット州スタンフォード
ブロードストリート177 
（東京都港区虎ノ門２-２-１ JTビル15階） 

5,583 6.60 

ハーム・ブリーマ 
東京都世田谷区中町５-10-29 鈴木コンパウン
ドＥ棟 

3,556 4.20 

ブライアン・ネルソン 
東京都世田谷区駒沢１-２-33 駒沢ガーデンハ
ウスＢ-406 

3,196 3.78 

サイバー・ゲインズ・テクノロジ
ー・リミテッド 
（常任代理人ＰＣＣＷグローバルジ
ャパン株式会社） 

英領バージン諸島トラストネット・チャンバー
ス・ロード・タウン私書箱3444 
（東京都千代田区丸の内１‐11‐１ パシフィ
ックセンチュリープレイス丸の内31階） 

1,490 1.76 

ジャフコ・エル弐号投資事業有限責
任組合 

東京都千代田区丸の内１-８-２ 株式会社ジャ
フコ内 

1,347 1.59 

星 久 
東京都豊島区南大塚２-32-９ バンセイビル２
階 

986 1.17 

株式会社ジャフコ 東京都千代田区丸の内１-８-２ 914 1.08 

ベン・クラーク 東京都目黒区中根1-23-６-202 619 0.73 

計 ― 78,891 93.24 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   ７ － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 84,603 84,603 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 84,610 － － 

総株主の議決権 － 84,603 － 

    平成17年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

バリューコマース 
株式会社 

東京都文京区 
本郷３丁目32番７号 

７ － ７ 0.01 

計 － ７ － ７ 0.01 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、商法第280条ノ20及び21の規定に基づき、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

  

第１回、第２回新株予約権 

  

第３回新株予約権 

  

     第４回新株予約権 

決議年月日 平成14年７月19日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役４名及び従業員90名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております 

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成14年７月19日

付与対象者の区分及び人数 当社株主20名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております 

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成16年３月26日

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役２名、当社従業員66名
及び当社子会社従業員29名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております 

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



第５回新株予約権 

  

第６回新株予約権 

  
（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、普通株式１株であります。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数及び払込金額の調整 

①株式の数の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、付与株式数は次に定める算式により調整されるものと

し、調整により生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとします。 

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた

時は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとします。 

②行使価額の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、株式一株当たりの払込金額（行使価額）は次に定める

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとします。 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時

は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとします。 

３ その他の権利行使の条件は、当社と各新株予約権者間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところによります。 

  

  

決議年月日 平成17年３月28日

付与対象者の区分及び人数 
当社従業員２名、当社子会社の従業員１名 
及び取引先1名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております 

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成18年３月31日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役４名及び当社従業員35名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 829株(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
株式公開当時の発行価格に付与株式数を乗じた金額
(注)２ 

新株予約権の行使期間 平成20年４月１日 ～ 平成28年３月31日 

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するためには、当会社の取締役会の承

認を要するものとする 

  
調整後行使価額＝調整前行使価額× 

１   

  分割又は併合の比率   



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

 配当につきましては、株主に対する利益還元を経営の重要な課題の一つとして位置付けております。事業展開の状況と各期の

経営成績を総合的に勘案して決定することを基本方針としております。しかしながら当面は、安定した財務体質に裏付けられた

経営基盤の強化を図るため、内部留保に重点を置く所存であり、当期においても無配といたしました。 

  

４【株価の推移】 

 当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので、該当事項はありません。 

  

  



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式
数（株）

代表取締役 
社長 

最高経営 
責任者 

ブライアン・
ネルソン 

昭和42年 
７月24日生 

平成７年12月 ギャラップジェーマール株式会社入社 

平成12年１月 当社入社 

平成12年２月 当社取締役最高執行責任者就任 

平成12年６月 ブイシー・マーケティング・インク取締役就任（現

任） 

平成13年３月 当社代表取締役社長就任（現任） 

平成17年４月 GMOアフィリエイト株式会社取締役就任 

平成17年11月 Sozon株式会社取締役就任（現任） 

3,196

取締役   
ティモシー・
ロナン・ 
ウィリアムズ 

昭和45年 
８月25日生 

平成９年９月 トランズパシフィック有限会社入社 

平成11年９月 当社代表取締役社長就任 

平成12年５月 バリューコマース・ホンコン・リミテッド取締役就任 

平成12年６月 ブイシー・マーケティング・インク取締役就任（現

任） 

平成12年８月 バリューコマース・コリア・リミテッド取締役就任

（現任） 

平成13年３月 当社代表取締役社長退任 

       当社取締役就任（現任） 

平成14年３月 株式会社プラットフォーム・フォー・イー・ドットコ

ム（ルックスマート・ジャパン株式会社に社名変更）

代表取締役会長就任 

平成16年３月 株式会社プラットフォーム・フォー・イー・ドットコ

ム（ルックスマート・ジャパン株式会社に社名変更）

代表取締役社長就任 

平成16年８月 サンソノマ株式会社（現ワイン・イン・スタイル株式

会社）取締役就任（現任） 

平成17年11月 Sozon株式会社取締役就任（現任） 

19,229

取締役   
ハーム・ 
ブリーマ 

昭和39年 
４月21日生 

平成８年４月 ゴールドマン・サックス証券会社入社 

平成11年11月 当社入社 取締役就任（現任） 

平成15年３月 データ・ステーションズ株式会社代表取締役就任 

平成17年４月 GMOアフィリエイト株式会社取締役就任 

平成17年12月 データソリューションズ株式会社代表取締役就任 

3,556

取締役 
最高財務 
責任者 

高橋 敬一 
昭和32年 
３月11日生 

平成９年１月 ユニデン株式会社入社 

平成11年２月 株式会社ドコモＡＯＬ入社 

平成13年10月 当社入社、ファイナンス部シニアバイスプレジデント

就任 

平成13年12月 当社取締役最高財務責任者就任（現任） 

ブイシー・マーケティング・インク財務執行役就任

（現任） 

バリューコマース・ユーケー・リミテッド取締役就任

（現任） 

バリューコマース・コリア・リミテッド監査役就任

（現任） 

平成14年３月 株式会社プラットフォーム・フォー・イー・ドットコ

ム（ルックスマート・ジャパン株式会社に社名変更）

監査役就任 

平成15年３月 データ・ステーションズ株式会社代表取締役就任 

平成17年11月 Sozon株式会社監査役就任（現任） 

432



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式
数（株）

取締役 
最高業務執
行責任者 

ベン・ 
クラーク 

 昭和41年 
５月26日生 

平成８年２月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社 

平成12年１月 当社入社、当社取締役事業開発本部長就任 

平成12年４月 バリューコマース・インターナショナル・リミテッド

取締役就任（現任） 

平成12年11月 当社取締役退任 

平成14年２月 当社営業本部長就任 

平成15年９月 当社取締役就任（現任） 

株式会社プラットフォーム・フォー・イー・ドットコ

ム（ルックスマート・ジャパン株式会社に社名変更）

取締役就任 

平成17年５月 Sozon株式会社取締役就任(現任) 

659

取締役 
最高技術責
任者 

クラーク・ 
リー・ 

ロバートソン 

 昭和47年 
５月11日生 

平成５年10月 ニュースコーポレーションPLC入社 

平成９年８月 ラインワン リミテッド入社 

平成12年９月 当社入社、技術部バイスプレジデント就任 

平成15年３月 当社データソリューション部事業部長就任 

データ・ステーションズ株式会社取締役就任 

平成17年１月 当社最高技術責任者就任（現任） 

平成18年３月 当社取締役就任（現任） 

50

取締役   
リチャード・
パーキンソン 

 昭和42年 
６月２日生 

平成11年３月 ウィットニー・アンド・カンパニー入社 

平成11年11月 当社取締役就任（現任） 

平成13年１月 イースト・キャピタル・マネージメント入社マネージ

ングプリンシパル就任 

平成17年８月 ジャパン・アドバイザリー・リミテッド入社マネージ

ングディレクター就任（現任） 

  ―

 取締役    井上 雅博 
 昭和32年 
2月12日生 

平成４年６月 ソフトバンク株式会社入社 

平成８年１月 ヤフー株式会社設立、取締役就任 

平成８年７月 ヤフー株式会社代表取締役就任（現任） 

平成17年５月 当社取締役就任（現任） 

 ―

 取締役    武藤 芳彦 
 昭和35年 
6月25日生 

平成７年11月 クアーズ・ジャパン株式会社入社 

平成11年９月 ヤフー株式会社入社 

平成15年５月 ヤフー株式会社広告本部長就任（現任） 

平成17年５月 当社取締役就任（現任） 

―

 取締役    松本 真尚 
 昭和45年 
7月22日生 

 平成11年６月 ピー・アイ・エム株式会社設立 代表取締役社長就任 

 平成12年９月 ヤフー株式会社入社 

 平成16年１月 ヤフー株式会社ショッピング事業部長就任（現任） 

 平成17年５月 当社取締役就任（現任） 

―



 （注）１ 取締役リチャード・パーキンソン、井上 雅博、武藤 芳彦及び松本 真尚は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社

外取締役であります。 

２ 監査役鈴木 誠、吉田 博文及び内山 峰男は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定

める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式
数（株）

監査役   鈴木 誠 
 昭和41年 
４月21日生 

平成３年10月 太田昭和監査法人入所 

平成15年９月 税理士法人山田アンドパートナーズ入所 

平成16年６月 当社監査役就任(現任) 

―

監査役   吉田 博文 
 昭和26年 
５月18日生 

昭和57年９月 アーサーヤング公認会計士共同事務所（現あずさ監査

法人）入所 

平成５年７月 公認会計士吉田博文事務所開設 

       有限会社吉田コンサルティング代表取締役就任（現

任） 

平成16年６月 当社監査役就任(現任) 

―

常勤監査役   内山 峰男 
 昭和32年 
８月23日生 

昭和60年10月 監査法人芹沢会計事務所入所 

平成元年８月 内山峰男公認会計士事務所開設 

平成12年３月 東京アウトソーシング株式会社入社 

平成12年４月 株式会社ピーアイ・テクノロジー監査役就任（現株式

会社アセットマネージャーズ） 

平成16年６月 当社常勤監査役就任(現任) 

平成17年12月 データソリューションズ株式会社監査役就任 

―

       計 27,122



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

    当社は、コーポレート・ガバナンスを、①透明性の高い健全な企業運営 ②経営の効率性と高い競争力の維持を実現する企

業組織体制を確立することによって、全てのステークホルダーからの信頼を確保しその利益の最大化をはかることであると位

置づけております。 

  

当社の内部統制における組織構成図は下記のとおりとなっています。 

 
  

(2)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

  ①会社の機関の内容 

取締役会は本書提出日現在10名で構成され、内４名が社外取締役であります。業務の意思決定、業務執行及び、取締役の業

務執行に対する監督を行い、業務が適法かつ定款と運営方針に従い執行されているか等の監視機能を果たしています。取締役

会の開催は、月１回の定例取締役会に限らず、緊急を要する案件があれば随時臨時取締役会を開催しています。 

監査役会は提出日現在３名で構成され、全員が社外監査役で内１名が常勤であります。監査役は、取締役会に出席して取締

役の職務執行の適法性と妥当性を監視し、また必要に応じて重要書類の閲覧、意思決定の妥当性の検討及び会計処理の妥当性

等を監視しております。 

  

 ②内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

  内部統制機能の充実を図るため、当社は内部監査担当者２名で構成される内部監査を、外部公認会計士の指導を受けながら

実施しております。業務全体にわたる内部監査を実施し、リスク防止等の監査機能他、業務の改善に向け具体的助言及び勧告

を行っております。またコンプライアンスに関しましては、社内の監視体制に留まらず、証券取引法監査並びに商法特例法監

査を担う会計監査人としてあずさ監査法人と監査契約を締結している他、必要に応じて随時社外の弁護士、公認会計士及び税

理士より助言と指導を受けております。 

  

  (3)会計監査の状況 

     当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等は下記のとおりです。 

  

    （注）１ 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

       ２ 会計監査業務にかかる補助者の構成は、公認会計士５名、会計士補４名であります。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数 

指定社員 

業務執行社員 

金子 寛人 
あずさ監査法人 （注）１ 

市川 一郎 



(4)社外取締役及び社外監査役との関係 

     当社は取締役10名のうち４名を、監査役３名全員を社外から登用しております。 

     社外取締役井上雅博はヤフー株式会社の代表取締役であり、社外取締役武藤芳彦及び松本真尚は同社の従業員であります。

ヤフー株式会社は提出日現在当社の発行済株式総数の49.57％を保有する関係会社であり、同社は当社グループとの間で一定

の取引がありますが、その取引条件については他の取引先と同様に決定しております。 

     その他の社外取締役及び社外監査役につきましては、当社との特別な利害関係はありません。 

  

(5)役員報酬の内容 

     当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

 （注）１ 上記の他、使用人兼務取締役の使用人給与相当額41,069千円を支給しております。 

２ 上記の他、取締役３名に対して借上げ社宅を提供しており、当社が家賃の一部として負担した額は9,465

千円です。また、取締役２名に対して同子女インターナショナルスクールに対する寄付金として12,130千

円を負担しております。 

  

(6)監査報酬の内容 

    当社はあずさ監査法人との間で監査契約を締結しており、当事業年度においては次のとおり監査報酬を支払っております。

  

     公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  11,500千円 

     上記以外の報酬                     1,343千円 

  区分 
支払額
（千円） 

対象人員

  社内取締役に支払った報酬 43,728 ５名

  社外取締役に支払った報酬 － －名

  監査役に支払った報酬 4,200 ３名

  計 47,928 ８名



第５【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府

令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府

令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日まで）及び当連結

会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年１月１日から平成16年12

月31日まで）及び当事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人の監査を受

けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   566,765 1,115,150 

２ 売掛金   443,547 600,081 

３ 繰延税金資産   － 2,197 

４ その他   39,235 96,659 

貸倒引当金   △30,995 △43,061 

流動資産合計   1,018,552 63.7 1,771,028 70.2

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物付属設備  4,969 14,531  

減価償却累計額  1,115 3,853 2,005 12,525 

(2）工具器具備品  254,224 352,852  

減価償却累計額  154,202 100,021 168,115 184,737 

有形固定資産合計   103,875 6.5 197,262 7.8

２ 無形固定資産    

(1) 営業権   40,145 － 

(2) 連結調整勘定   － 272,736 

(3）ソフトウェア   313,356 118,572 

(4）ソフトウェア仮勘定   78,915 89,066 

(5）その他   1,405 1,183 

無形固定資産合計   433,822 27.1 481,558 19.1

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※１  17,368 5,028 

(2）その他   26,593 68,412 

貸倒引当金   △107 △107 

投資その他の資産合計   43,854 2.7 73,332 2.9

固定資産合計   581,553 36.3 752,153 29.8

資産合計   1,600,105 100.0 2,523,182 100.0

     



  

  

   
前連結会計年度

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金   164,307 259,229 

２ 未払金   197,664 214,525 

３ 未払法人税等   2,811 43,008 

４ 預り金   217,232 295,342 

５ その他   22,086 60,983 

流動負債合計   604,102 37.8 873,089 34.6

Ⅱ 固定負債    

１ 預り保証金   108,442 218,319 

２ 連結調整勘定   13,389 － 

固定負債合計   121,832 7.6 218,319 8.6

負債合計   725,934 45.4 1,091,408 43.2

     

（少数株主持分）    

  少数株主持分   － － 7,095 0.3

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  646,139 40.4 832,539 33.0

Ⅱ 資本剰余金   1,100 0.0 188,070 7.4

Ⅲ 利益剰余金   223,622 14.0 397,605 15.8

Ⅳ 為替換算調整勘定   3,372 0.2 6,526 0.3

Ⅴ 自己株式 ※３  △64 △0.0 △64 △0.0

資本合計   874,170 54.6 1,424,677 56.5

負債・少数株主持分 
及び資本合計 

  1,600,105 100.0 2,523,182 100.0

     



②【連結損益計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   2,837,041 100.0 4,049,660 100.0

Ⅱ 売上原価   1,083,881 38.2 1,678,046 41.4

売上総利益   1,753,160 61.8 2,371,613 58.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  1,577,758 55.6 2,137,787 52.8

営業利益   175,402 6.2 233,826 5.8

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  29 19  

２ 連結調整勘定償却額  10,711 9,818  

３ その他  1,333 12,074 0.4 938 10,777 0.2

Ⅴ 営業外費用    

１ 為替差損  5,984 2,584  

２ 新株発行費  － 4,612  

３ 持分法による投資損失  － 4,900  

４ その他  1,337 7,321 0.2 683 12,779 0.3

経常利益   180,155 6.4 231,824 5.7

Ⅵ 特別利益    

１ 在外子会社清算に伴う
為替換算調整勘定実現
益 

 31,928 －  

２ 投資有価証券売却益  － 1,160  

３ 事業売却益 ※２ － 31,928 1.1 25,372 26,532 0.7

Ⅶ 特別損失    

  １ 子会社整理損 ※３ － － － 62,825 62,825 1.6

税金等調整前当期純利
益 

  212,083 7.5 195,530 4.8

法人税、住民税及び事
業税 

 2,858 19,395  

法人税等調整額  － 2,858 0.1 191 19,586 0.5

少数株主利益   － － 1,961 0.0

当期純利益   209,225 7.4 173,982 4.3

     



③【連結剰余金計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  － 1,100 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

 １ 新株予約権の行使によ
る新株の発行 

 1,100 1,100 186,970 186,970 

Ⅲ 資本剰余金期末残高  1,100 188,070 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  14,396 223,622 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益  209,225 209,225 173,982 173,982 

Ⅲ 利益剰余金期末残高  223,622 397,605 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前当期純利
益 

 212,083 195,530 

減価償却費  146,823 200,347 

営業権償却  20,042 20,042 

連結調整勘定償却額  △10,711 △414 

投資有価証券売却益  － △1,160 

貸倒引当金の増加額  3,119 12,463 

受取利息  △29 △19 

為替差損  4,061 3,035 

持分法による投資損失  － 4,900 

子会社整理損  － 62,825 

無形固定資産売却損  － 32,966 

子会社株式売却益  － △66,004 

売上債権の増加額  △183,922 △140,214 

前払費用の増加額  － △10,178 

仕入債務の増加額  62,950 85,463 

未払金の増加額  42,464 50,326 

在外子会社清算に伴う
為替換算調整勘定実現
益 

 △31,928 － 

未払消費税等の増加額  5,429 7,345 

預り金の増加額  37,476 79,951 

預り保証金の増加額  － 108,910 

立替金の減少額  17,458 － 

その他  10,562 11,134 

小計  335,881 657,253 

利息の受取額  29 19 

法人税等の支払額  △2,857 △30,017 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 333,053 627,255 



  

  

  次へ 

   
前連結会計年度

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △51,270 △151,386 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △149,556 △68,225 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △10,000 △4,900 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 － 3,500 

連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の取得に
よる支出 

※２ － △294,271 

営業譲受による支出 ※４ △70,350 － 

連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の売却に
よる収入 

※３ － 63,615 

貸付による支出  － △800 

貸付金の回収による収
入 

 1,170 725 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △280,005 △451,744 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

株式の発行による収入  2,200 372,798 

自己株式取得による支
出 

 △64 － 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,135 372,798 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 11 74 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額 

 55,195 548,384 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 511,570 566,765 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 566,765 1,115,150 

   

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数  ５社 (1）連結子会社の数  ５社 

  連結子会社の名称 連結子会社の名称 

  バリューコマース・インターナシ

ョナル・リミテッド 

ブイシー・マーケティング・イン 

ク 

バリューコマース・ユーケー・ 

リミテッド 

ルックスマート・ジャパン株式 

会社 

データ・ステーションズ株式会社 

 上記のうち、ルックスマート・

ジャパン株式会社については、平

成16年７月26日に株式会社プラッ

トフォーム・フォー・イー・ドッ

トコムより名称を変更しておりま

す。 

 なお、前連結会計年度において

連結子会社でありましたバリュー

コマース・ホンコン・リミテッド

は平成16年７月７日に清算したた

め、当該時点で連結の範囲から除

いております。 

バリューコマース・インターナシ

ョナル・リミテッド 

ブイシー・マーケティング・イン 

ク 

バリューコマース・ユーケー・ 

リミテッド 

ルックスマート・ジャパン株式 

会社 

Sozon株式会社 

 上記のうち、Sozon株式会社に

ついては、当連結会計年度に株式

を追加取得し子会社となったた

め、連結の範囲に含めておりま

す。 

 なお、前連結会計年度において

連結子会社でありましたデータ・

ステーションズ株式会社は、平成

17年12月１日付で当社が実施した

ホスティング事業の分割により、

新設分割会社データソリューショ

ンズ株式会社（以下、分割会社）

の子会社となりましたが、同日付

で分割会社株式を売却したことに

より、当連結会計年度より連結の

範囲から除外しております。 

  (2）非連結子会社の名称 (2）非連結子会社の名称 

  バリューコマース・コリア・リミテ

ッド 

同左 

  連結の範囲から除いた理由 連結の範囲から除いた理由 

  非連結子会社は、小規模であり、

総資産、売上高、当期純損益及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためであります。 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1)     ───── (1)持分法適用の関連会社数 １社 

      GMOアフィリエイト株式会社 

設立出資に伴い、当連結会計年度

から持分法適用の関連会社に含めて

おります。 



  
前連結会計年度

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  (2）持分法を適用していない非連結子 

会社 

バリューコマース・コリア・リミテッ

ドは、連結純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

(2）持分法を適用していない非連結子 

会社 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

なお、連結子会社のうち、データ・ステ

ーションズ株式会社の決算日は３月31日

でありましたが、当連結会計年度におい

て決算日を12月31日に変更しておりま

す。 

 連結子会社のうち、Sozon株式会社の

決算日は９月30日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、連

結決算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 イ 有価証券 

(イ）子会社株式及び関連会社株式 (イ）     同左 

  移動平均法による原価法   

  (ロ）その他有価証券 (ロ）その他有価証券 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 

  ロ たな卸資産 ロ      ──── 

  商品   

   個別法による原価法   

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法

を、また、在外連結子会社は主として

定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。 

同左 

  
  
建物付属設備 15年 

工具器具備品 ４年～20年

  

  ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

  定額法によっております。なお、ソ

フトウエア（自社利用）は、社内にお

ける利用可能期間（５年以内）に基づ

く定額法によっております。ただし、

営業権については、３年間で毎期均等

償却しております。 

同左 

(3)重要な繰延資産の処理

方法 

新株発行費 新株発行費 

 支出時に全額費用処理しております。 同左 

    



  

  
前連結会計年度

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(4）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

(5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債並びに

収益及び費用は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は資

本の部における為替換算調整勘定に含め

ております。 

同左 

(6）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンスリ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 イ 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は３年で均等償却してお

ります。 

連結調整勘定は３年～５年で均等償却

しております。 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── （連結損益計算書） 

   前連結会計年度において「その他」に含めておりまし

た「新株発行費」は、営業外費用の総額の100分の10を

超えたため区分掲記することに変更しました。 

 なお、前連結会計年度に営業外費用の「その他」に含

めておりました「新株発行費」の金額は210千円であり

ます。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） （連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「立替金の減少

額（△増加額）」は、重要性が増したため、当連結会計

年度において区分記載することに変更しました。 

 なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「立替金の減少

額（△増加額）」は、△9,655千円であります。 

前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「預り保証金の

増加額」は、重要性が増したため、当連結会計年度にお

いて区分掲記することに変更しました。 

 なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「預り保証金の

増加額」は、9,300千円であります。 

前連結会計年度
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

──────  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する連結会計年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税

の付加価値割及び資本割17,657千円を販売費及び一般管

理費として処理しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

前連結会計年度
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（平成17年12月31日） 

※１ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 
  

投資有価証券（株式） 5,028千円 投資有価証券（株式） 5,028千円

※２ 発行済株式総数 ※２ 発行済株式総数 
  

普通株式 76,410株 普通株式 84,610株 

 ※３ 自己株式数  ※３ 自己株式数 
  

普通株式 ７株 普通株式 ７株 



（連結損益計算書関係） 

  

前連結会計年度
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 
  

  

給与手当 780,074千円

業務委託費 142,476 

人材派遣料 92,378 

法定福利費 87,353 

貸倒引当金繰入額 10,418 

給与手当 1,084,020千円

業務委託費 211,847 

法定福利費 109,198 

人材派遣料 97,228 

連結調整勘定償却額 9,404 

貸倒引当金繰入額 20,173 

※２       ────── ※２ 事業売却益25,372千円は、当社ホスティング事業

を分割して新設したデータソリューションズ株式会

社（以下、分割会社）株式の売却等に伴う損益であ

り、その内訳は次のとおりであります。 

(1)分割会社株式の譲渡による売却益 66,004千円 

(2)分割会社に承継されない前受収益の取崩益 

7,857千円 

(3)会社分割後に分割会社の子法人等となったデー

タ・ステーションズ株式会社へのソフトウェア譲

渡による売却損 △32,966千円 

(4)分割会社への転籍社員に対する特別賞与見込額 

△15,523千円 

※３       ────── ※３ 子会社整理損62,825千円は、当社の連結子会社で

あるルックスマート・ジャパン株式会社（以下、ル

ックスマート）が決算期後の平成18年1月25日開催の

臨時株主総会にて解散を決議した事に伴い、同社の

解散及び清算による損失見込額や、同社事業の撤退

に伴う関連資産の除却損等を計上したものであり、

その内訳は次のとおりであります。 

(1)撤退事業関連ソフトウェア及びソフトウェア仮勘

定等の一括償却額 △32,982千円 

(2)撤退事業に係る将来分のメンテナンス費用の当社

負担見込額 △9,740千円 

(3)ルックスマートにて計上している営業権の一括償

却額 △20,102千円 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在） 
  

現金及び預金勘定 566,765千円

現金及び現金同等物 566,765千円

現金及び預金勘定 1,115,150千円

現金及び現金同等物 1,115,150千円

※２       ────── ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

  株式の追加取得により新たにSozon株式会社を連結

した事に伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

にSozon株式会社株式の取得価額とSozon株式会社取

得のための支出（純額）との関係は次のとおりであ

ります。 

流動資産 65,889千円

固定資産 32,209千円

連結調整勘定 282,140千円

流動負債 △40,139千円

固定負債 △965千円

少数株主持分 △5,134千円

既取得価額 △10,000千円

Sozon株式会社株式の取得価額 324,000千円

Sozon株式会社現金及び現金同
等物 

△29,728千円

差引：Sozon株式会社株式取得
のための支出額 

294,271千円



  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※３       ────── ※３ 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

なくなった会社の資産及び負債の主な内訳 

   前連結会計年度において連結子会社であったデー

タ・ステーションズ株式会社は、平成17年12月１日

付で当社が実施したホスティング事業の分割によ

り、新設分割会社データソリューションズ株式会社

（以下、分割会社）の子会社となりましたが、同日

付で分割会社株式を売却したことにより、当連結会

計年度より連結の範囲から除外しております。株式

売却時における分割会社及びデータ・ステーション

ズ株式会社（以下、分割会社等）の資産及び負債の

内訳並びに分割会社株式の売却価額と売却による収

入は次のとおりであります。 

流動資産 51,699千円

固定資産 44,787千円

流動負債 △14,536千円

連結調整勘定 △3,570千円

株式売却益 66,004千円

分割会社株式の売却価額 144,384千円

株式売却代金の未収金額 △44,384千円

分割会社等の現金及び現金 

同等物 
△36,384千円

差引：売却による収入 63,615千円

※４ 営業譲受により増加した資産及び負債の内訳 ※４       ────── 

連結子会社である株式会社プラットフォーム・フォ

ー・イー・ドットコムは、ディレクトリ検索コンテン

ツの提供を開始するため、ルックスマート・ジャパン

株式会社との間で営業譲受契約を締結いたしました。

なお、株式会社プラットフォーム・フォー・イー・ド

ットコムは、平成16年７月26日付でルックスマート・

ジャパン株式会社へと名称を変更いたしました。営業

譲受により増加した資産及び負債の内訳は次のとおり

であります。 

  

流動資産 1,614千円

固定資産 5,197千円

営業権 60,187千円

消費税等 3,350千円

合計：営業譲受による支出額 70,350千円

  



（リース取引関係） 

前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 内容の重要性が乏しく、契約１件あたりの金額が少額なリース取引のため記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 内容の重要性が乏しく、契約１件あたりの金額が少額なリース取引のため記載を省略しております。 

  

  

  次へ 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成16年12月31日現在） 

１ 時価のない主な有価証券の内容 

  

当連結会計年度（平成17年12月31日現在） 

 １ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

  次へ 

  内容 連結貸借対照表計上額（千円）

 
その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 

12,339

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

3,500 1,160 －



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 当社グループは退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 当社グループは退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  



（税効果会計関係） 

  

  

前連結会計年度
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（平成17年12月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 
  

  

繰延税金資産  

一括償却資産 7,254

貸倒損失否認 11,644

貸倒引当金繰入超過額 60,124

未払事業所税否認 799

無形固定資産償却超過額 109,234

その他 1,292

繰越欠損金 1,261,815

繰延税金資産計 1,452,166

評価性引当額 △1,452,166

繰延税金資産合計 －

繰延税金資産  

一括償却資産 5,551

貸倒損失否認 14,342

貸倒引当金繰入超過額 16,159

未払事業所税否認 1,188

未払事業税 8,539

無形固定資産償却超過額 96,943

未払費用否認 14,455

その他 1,299

繰越欠損金 749,666

繰延税金資産計 908,146

評価性引当額 △905,948

繰延税金資産合計 2,197

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳 

（単位：％） （単位：％） 
  

法定実効税率 42.0

（調整）  

住民税均等割 1.3

交際費等永久に損金に算入され
ない額 

5.5

その他 0.1

評価性引当額 △47.5

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

1.4

法定実効税率 40.7

（調整）  

住民税均等割 1.4

交際費等永久に損金に算入され
ない額 

4.3

その他 1.1

評価性引当額 △37.5

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

10.0



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、売上集計区分によっております。 

２ 各区分の主な事業内容 

・パフォーマンスマーケティング事業…インターネット広告配信・管理サービス、インターネットマーケティングコン

サルティング、商用検索サービス 

 なお、従来のインターネット広告配信・管理サービス、インターネットマーケティングコンサルティングに加え、新

たに商用検索サービスの提供を開始したため、従来のＶＣ事業より総称としてパフォーマンスマーケティング事業と名

称を変更しております。 

・ホスティング事業…レンタルサーバ・ホスティングサービス、ドメイン取得代行、専用ホスティングサービス、カス

タムマネージドソリューションサービス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は307,578千円であり、その主なものは、親会

社・子会社の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は592,484千円であり、その主なものは親会社での余資運用資

産（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

  

  

パフォーマン
スマーケティ
ング事業 
（千円） 

ホスティング
事業（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 2,383,757 453,283 2,837,041 － 2,837,041

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

315 3,960 4,275 △4,275 －

計 2,384,072 457,243 2,841,316 △4,275 2,837,041

営業費用 1,748,691 609,643 2,358,335 303,303 2,661,639

営業利益（又は営業損失） 635,380 △152,399 482,980 △307,578 175,402

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出 

  

資産 765,841 241,779 1,007,620 592,484 1,600,105

減価償却費 87,096 70,143 157,239 9,626 166,866

資本的支出 178,975 70,897 249,872 21,303 271,176



当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、売上集計区分によっております。 

２ 各区分の主な事業内容 

・パフォーマンスマーケティング事業…アフィリエイトマーケティングサービス、商用検索サービス、コンテンツ連動

型広告サービス、SEOサービス 

・ホスティング事業…レンタルサーバ・ホスティングサービス、ドメイン取得代行、専用ホスティングサービス、カス

タムマネージドソリューションサービス 

    ３ 当社グループは、経営資源を当社の強みであるパフォーマンスマーケティング事業に集中することが最適な事業戦略で

あると判断し、平成17年12月１日付で当社グループのホスティング事業を分割して新会社を設立し、同日付で当該会社

株式を売却しております。これにより、当社グループはホスティング事業から撤退し、当連結会計年度末においてはパ

フォーマンスマーケティング事業のみを行っております。 

４ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は614,875千円であり、その主なものは、親会

社・子会社の管理部門に係る費用であります。 

５ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は961,075千円であり、その主なものは親会社での余資運用資

産（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

６ 営業費用の配賦方法の変更 

      従来、各セグメントに直課できない営業費用のうち、開発部門で発生した費用については、設備稼働実績及びソフト

ウェア仕掛計上割合を用いて各セグメントに配賦しておりましたが、設備投資勘定への振替対象とならない開発費用の

割合が増加したことに伴い、営業費用の発生実態をセグメント情報により適切に反映させるため、当連結会計年度より

従業員稼動従事割合を用いて配賦する方法に変更しております。 

なお、前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報を、当連結会計年度において用いた配賦方法により表示したもの

は以下のとおりであります。 

  

  

パフォーマン
スマーケティ
ング事業 
（千円） 

ホスティング
事業（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 3,689,071 360,588 4,049,660 － 4,049,660

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － －

計 3,689,071 360,588 4,049,660 － 4,049,660

営業費用 2,696,231 504,727 3,200,959 614,875 3,815,834

営業利益（又は営業損失） 992,840 △144,139 848,701 △614,875 233,826

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

  

資産 1,562,107 － 1,562,107 961,075 2,523,182

減価償却費 136,727 77,087 213,814 6,574 220,389

資本的支出 181,537 － 181,537 14,377 195,914



       前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日）及び当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12

月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がい

ずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日）及び当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12

月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

  

パフォーマン 
スマーケティ 
ング事業 
（千円） 

ホスティング
事業（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高 2,383,757 453,283 2,837,041 － 2,837,041

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

315 3,960 4,275 △4,275 －

計 2,384,072 457,243 2,841,316 △4,275 2,837,041

営業費用 1,591,192 686,504 2,277,696 383,943 2,661,639

営業利益（又は営業損失（△）） 792,880 △229,260 563,620 △388,218 175,402

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

  

資産 765,841 241,779 1,007,620 592,484 1,600,105

減価償却費 87,096 70,143 157,239 9,626 166,866

資本的支出 178,975 70,897 249,872 21,303 271,176



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

（１）親会社及び法人主要株主等 

（注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

     サービスの提供条件については、一般取引条件と同様に決定しております。 

３ パフォーマンスマーケティング事業の提供に際して、当社が回収を代行するために請求した提携パートナーの報酬にかか

る未精算額であり、連結貸借対照表上、提携パートナーに対する預り金と相殺して表示しております。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。 

  

属性 会社等の
名称 住所 

資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合(%)

関係内容
取引の
内容 

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円） 役員の
兼任等 

事業上の
関係 

その
他の
関係
会社 

ヤフー株
式会社 

東京都
港区 6,906,322 

インターネ
ット広告事
業等 

（49.61）
取締役
１名 

当社グル
ープサー
ビスの提
供 

パフォーマン
スマーケティ
ング事業のサ
ービス提供 

150,535 

売掛金 68,817

未収入
金 
(注)３ 

57,264

前連結会計年度
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  

１株当たり純資産額 11,441.58円

１株当たり当期純利益 2,742.05円

１株当たり純資産額 16,839.56円

１株当たり当期純利益 2,093.64円

なお、当社の株式は非上場であるため、期中平均株価

が把握できませんので、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については記載しておりません。 

なお、当社の株式は非上場であるため、期中平均株価

が把握できませんので、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については記載しておりません。 

当社は、平成16年12月23日付で株式1株につき10株の

株式分割を行っております。当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当

たり情報については、以下のとおりであります。 

  

  

１株当たり純資産額 9,053.41円

１株当たり当期純利益 133.60円

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当期純利益（千円） 209,225 173,982 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 209,225 173,982 

期中平均株式数（株） 76,303 83,101 



（重要な後発事象） 

  

前連結会計年度
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．平成17年２月28日開催の取締役会において、ヤフー株

式会社（東証第一部：銘柄コード４６８９）による当

社株式の公開買付けについて賛同することを決議いた

しました。 

１．連結子会社の清算について 

当社連結子会社であるルックスマート・ジャパン株式会

社は、当社グループの経営効率を向上させるため、平成

18年１月25日開催の臨時株主総会において解散を決議い

たしました。当連結子会社の概要は以下の通りでありま

す。 

(1)会社名 : ルックスマート・ジャパン株式会社 

(2)所在地 : 東京都文京区湯島二丁目31番22号 

(3)代表者 : ティモシー・ロナン・ウィリアムズ 

(4)設立年月日 : 平成12年３月８日 

(5)資本金 : 200,000千円 

(6)株主構成 : 当社100％出資 

(7)その他 : 平成17年度売上高  222,692千円 

        平成17年度総資産  304,333千円 

上記の解散及び清算による影響額は平成17年12月期の業

績には織り込み済みであります。 

  

  

２．持分法適用関連会社株式の売却について 

  当社は、平成18年２月27日付にてGMOインターネット株式

会社との合弁会社設立に関する株主間契約を解消し、当

社が保有するGMOアフィリエイト株式会社株式全株を売却

しました。 

(1)売却先：GMOインターネット株式会社 

(2)売却株式数：98株 

 (3)売却金額：4,900千円 

  (4)売却後の持分比率：－％ 

  

  

３. 新株予約権（ストックオプション）の発行について 

当社は、平成18年３月31日開催株主総会において、商法

第280条の20及び第280条の21に基づき、当社及び当社子

会社の取締役及び従業員に対し、新株予約権（ストック

オプション）の発行を決議いたしました。 

この詳細については、「第４提出会社の状況 １株式等

の状況 (7)ストックオプション制度の内容」に記載して

おります。 

  

 (1)公開買付者の概要 
  

  

①商号 ： ヤフー株式会社 

②主な事業内容 ： インターネット上の広告事

業、ブロードバンド関連

業、オークション事業及び

その他事業 

③設立年月日 ： 平成８年１月17日 

④本店所在地 ： 東京都港区六本木六丁目10

番１号 

⑤代表者 ： 代表取締役社長 井上雅博 

⑥資本の額 ： 6,503百万円（平成16年９月

30日現在） 

  ⑦大株主構成及び持株比率（平成16年９月30日現在） 
  

ソフトバンク株式会社 41.9％ 

ヤフーインク 33.5％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社 

2.2％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社 

2.0％ 

資産管理サービス信託銀行株式会社 0.9％ 

  ⑧当社との関係 

  
資本関係 ： 該当事項ありません。 

人的関係 ： 該当事項ありません。 

取引関係 ： 該当事項ありません。 

  (2)公開買付の概要 

① 公開買付者：ヤフー株式会社 

② 対象者：バリューコマース株式会社 

③ 買付を行う株券の種類:普通株式 

④ 公開買付期間：平成17年３月１日から 

平成17年４月11日の42日間 

⑤ 買付価額：１株につき260,571円 

⑥ 買付予定株式総数：41,971株 

⑦ 公開買付による所有株式数： 

買付前所有株式数  ０株（所有比率0.0％） 

買付後所有株式数 41,971株（所有比率54.85％) 



  

  

前連結会計年度
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（注1）買付後所有株式数は、買付予定株式総数41,971

株を買付けた場合の株式数です。 

  

（注2）所有比率は、バリューコマースの発行済株式総

数76,530株（平成17年2月28日現在）から自己株

式7株（平成17年2月28日現在）控除した76,523

株を基準に算出しております。 

（注3）バリューコマースが保有する自己株式（7株）に

ついては、本公開買付けの対象としておりませ

んので、買付け予定株式総数41,971株を買い付

けた場合に当社が取得する議決権は、バリュー

コマースの議決権総数の約54.85%となります。 

（注4）完全希薄化後の所有比率は45.46％となります。

完全希薄化後とは、対象者の議決権総数に、現

存の未行使の新株予約権及び新株引受権の議決

権相当数を加えた数で除した割合をいいます。 

（注5）応募株券の総数が買付予定数（41,971株）に満

たないときは、応募株券の全部の買付を行いま

せん。また、応募株券の総数が買付予定数

（41,971株）を超えるときは、その超える部分

の全部の買付けは行わないものとし、法第27条

の13第５項に規定するあん分比例の方式により

株券の買付に係る受渡しその他の決済を行いま

す。 

⑧ 公開買付開始公告日：平成17年３月１日 

⑨ 公開買付代理人：大和證券エスエムビーシー株式

会社、大和証券株式会社（復代理人） 

⑩ 買付に要する資金：10,936百万円 

（注）買付予定株式数（41,971株）を買付けた場合の見

積り額です。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   520,366 836,759 

２ 売掛金 ※１  384,168 525,020 

３ 前払費用   17,008 27,828 

４ 未収入金   3,935 59,565 

５ 立替金   9,467 － 

６ その他   2,011 5,399 

貸倒引当金   △29,480 △40,328 

流動資産合計   907,478 59.3 1,414,245 59.8

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物付属設備  2,961 2,961  

減価償却累計額  1,020 1,940 1,500 1,460 

(2）工具器具備品  234,154 340,867  

減価償却累計額  142,784 91,370 163,807 177,059 

有形固定資産合計   93,310 6.1 178,520 7.6

２ 無形固定資産    

(1）ソフトウェア   309,014 118,572 

(2）ソフトウェア仮勘定   78,915 89,066 

(3）電話加入権   953 953 

無形固定資産合計   388,883 25.4 208,592 8.8

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券   12,339 － 

(2）関係会社株式   11,828 343,928 

(3）関係会社長期貸付金   31,064 96,064 

(4）破産更生債権等   105 105 

(5）関係会社未収入金   184,828 128,293 

(6）差入保証金   20,477 20,889 



  

  

   
前事業年度

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

貸倒引当金   △120,895 △27,156 

投資その他の資産合計   139,749 9.2 562,125 23.8

固定資産合計   621,944 40.7 949,238 40.2

資産合計   1,529,422 100.0 2,363,483 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金   138,279 232,148 

２ 未払金   133,353 153,077 

３ 未払費用   － 35,523 

４ 未払法人税等   2,414 17,904 

５ 未払消費税等   32,527 37,939 

６ 前受金   7,300 23,272 

７ 預り金   206,486 295,592 

８ 前受収益   9,500 － 

９ その他   2,160 1,371 

流動負債合計   532,021 34.8 796,830 33.7

Ⅱ 固定負債    

１ 預り保証金   108,442 216,842 

固定負債合計   108,442 7.1 216,842 9.2

負債合計   640,463 41.9 1,013,672 42.9

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  646,139 42.2 832,539 35.2

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  1,100 188,070  

  資本剰余金合計   1,100 0.1 188,070 8.0

Ⅲ 利益剰余金    

１ 当期未処分利益  241,782 329,265  

利益剰余金合計   241,782 15.8 329,265 13.9

Ⅳ 自己株式 ※３  △64 △0.0 △64 △0.0

資本合計   888,958 58.1 1,349,810 57.1

負債・資本合計   1,529,422 100.0 2,363,483 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    

１ パフォーマンスマーケ
ティング事業売上高 

 2,176,004 3,388,754  

２ ホスティング事業売上
高 

 230,285 2,406,289 100.0 202,461 3,591,216 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ パフォーマンスマーケ
ティング事業売上原価 

 702,690 1,280,599  

２ ホスティング事業売上
原価 

 162,157 864,848 35.9 154,949 1,435,548 40.0

売上総利益   1,541,440 64.1 2,155,667 60.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２  1,344,148 55.9 1,877,471 52.3

営業利益   197,291 8.2 278,195 7.7

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 ※１ 595 1,326  

２ 為替差益  － 597  

３ 技術サポート収入  － 776  

４ その他  1,244 1,839 0.1 157 2,857 0.1

Ⅴ 営業外費用    

１ 為替差損  1,156 －  

２ 新株発行費  － 4,108  

３ 貸倒引当金繰入額  7,239 －  

４ 貸倒損失  － 4,007  

５ その他  1,156 9,552 0.4 379 8,495 0.2

経常利益   189,578 7.9 272,558 7.6

Ⅵ 特別利益    

  １ 投資有価証券売却益  － 1,160  

  ２ 事業売却益 ※３ － － － 89,044 90,204 2.5

     



  

   
前事業年度

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

 Ⅶ 特別損失    

１ 子会社整理損 ※４ － － － 273,113 273,113 7.6

税引前当期純利益   189,578 7.9 89,649 2.5

法人税、住民税及び事
業税 

  2,289 0.1 2,166 0.1

当期純利益   187,289 7.8 87,482 2.4

前期繰越利益   54,493 241,782 

当期未処分利益   241,782 329,265 

     



パフォーマンスマーケティング事業売上原価明細書 

 （注）※１ 主な内訳は次のとおりであります。 

  

   
前事業年度

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 外注費  20,429 2.9 23,304 1.8 

Ⅱ 経費 ※１ 682,261 97.1 1,257,294 98.2 

パフォーマンスマーケテ
ィング事業売上原価 

 702,690 100.0 1,280,599 100.0 

  前事業年度 当事業年度

    （千円） （千円） 

  業務受託広告運営費 423,528 業務受託広告運営費 855,221 

  媒体費 98,211 媒体費 136,169 

  サーバハウジング料 49,758 サーバハウジング料 63,253 

  ソフトウェア償却費 34,806 ソフトウェア償却費 76,149 

     



ホスティング事業売上原価明細書 

 （注）※１ 主な内訳は次のとおりであります。 

  

    ※２ 主な内訳は次のとおりであります。 

  

   
前事業年度

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 期首商品たな卸高  1,450 － 

Ⅱ 当期商品仕入高  409 － 

合計  1,860 － 

Ⅲ 他勘定振替高 ※１ 1,450 － 

Ⅳ 期末商品たな卸高  － － 

Ⅴ 商品売上原価  409 0.3 － － 

Ⅵ 外注費  6,507 4.0 8,968 5.8 

Ⅶ 経費 ※２ 155,240 95.7 145,980 94.2 

ホスティング事業売上原
価 

 162,157 100.0 154,949 100.0 

  前事業年度 当事業年度

    （千円） ─────  

  工具器具備品 1,087  

  少額資産 362  

  前事業年度 当事業年度

    （千円） （千円） 

  サーバハウジング料 39,056 サーバハウジング料 29,793 

  ソフトウェア減価償却費 61,744 ソフトウェア減価償却費 65,936 



ソフトウェア製造原価明細書 

原価計算の方法 

 プロジェクト別原価計算を採用しております。 

  

 （注）※１ 主な内訳は次のとおりであります。 

  

※２ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 

（注）当社の子会社であるルックスマート・ジャパン株式会社の清算決定に伴い、同社事業関連のソフトウェア開発を中止

し、ソフトウェア仮勘定残高を一括費用処理したものであります。 

  

  

    
前事業年度

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費   111,645 76.6 24,377 43.1 

Ⅱ 経費 ※１ 34,169 23.4 32,204 56.9 

当期総製造費用   145,815 100.0 56,581 100.0 

期首ソフトウエア仮勘定残高   155,427 78,915 

合計   301,242 135,497 

他勘定振替高 ※２ 222,326 46,431 

期末ソフトウエア仮勘定残高   78,915 89,066 

  前事業年度 当事業年度

    （千円） （千円） 

  地代家賃 6,794 業務委託費 19,931 

  消耗品費 6,457 修繕費 3,360 

  旅費交通費 5,900 旅費交通費 2,650 

  業務委託費 5,236 消耗品費 2,633 

  前事業年度 当事業年度

    （千円） （千円） 

  
ソフトウェア 
（無形固定資産） 

221,211
ソフトウェア
（無形固定資産） 

22,733 

  開発中止に伴う費用振替高 1,115
開発中止に伴う費用振替高
（注） 

23,697 



③【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度
株主総会承認日 

（平成17年３月28日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  241,782 329,265 

Ⅱ 次期繰越利益  241,782 329,265 

   



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 (1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 同左 

  (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 ───── 

 個別法による原価法   

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。 

同左 

  
  
建物付属設備 15年 

工具器具備品 ４年～20年

  

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における利用可能期間（５年

以内）に基づく定額法によっておりま

す。 

同左 

４ 重要な繰延資産の処理方

法 

新株発行費 新株発行費 

 支出時に全額費用処理しております。 同左 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

６ 引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

イ 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

イ 消費税等の会計処理 

      同左 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（損益計算書） （損益計算書） 

前期まで売上高の内訳科目として表示していた「ＶＣ

事業売上高」は、従来のインターネット広告配信・管理

サービス、インターネットマーケティングコンサルティ

ングに加え、新たに商用検索サービスの提供を開始した

ため、総称として「パフォーマンスマーケティング事業

売上高」と名称を変更しております。 

これに伴い、前期まで売上原価の内訳科目として表示

していた「ＶC事業売上原価」についても、「パフォー

マンスマーケティング事業売上原価」と名称を変更して

おります。 

前期において営業外費用の「その他」に含めて表示し

ておりました「新株発行費」は、営業外費用の総額の

100分の１を超えたため、当事業年度より区分掲記する

こととしました。なお、前事業年度の営業外費用の「そ

の他」に含まれる「新株発行費」は、210千円でありま

す。 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割15,614千円を販売費及び一般管理費とし

て処理しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度
（平成17年12月31日） 

※１        ────── ※１ 関係会社に対する資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

  売掛金 69,199千円 

※２ 会社が発行する株式数 ※２ 会社が発行する株式数 
  

普通株式 302,800株 普通株式 302,800株 

発行済株式総数 発行済株式総数 
  

普通株式 76,410株 普通株式 84,610株 

※３ 自己株式数 ※３ 自己株式数 
  

普通株式 ７株 普通株式 7株 

  ４ 平成15年３月26日開催の定時株主総会において下

記の欠損補填を行っております。 

  ４ 平成15年３月26日開催の定時株主総会において下

記の欠損補填を行っております。 
  

資本準備金 1,951,425千円 資本準備金 1,951,425千円 



（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 
  

受取利息 579千円 受取利息 1,315千円

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの ※２ 販売費及び一般管理費の主なもの 
  

給与手当 710,906千円

業務委託費 102,345 

人材派遣料 74,400 

法定福利費 68,333 

減価償却費 21,664 
  

給与手当 993,048千円

業務委託費 165,449 

支払報酬 70,439 

減価償却費 37,138 

おおよその割合 おおよその割合 
  

販売費 2.4％ 

一般管理費 97.6 

販売費 3.4％ 

一般管理費 96.6 

※３       ────── ※３ 事業売却益89,044千円は、当社ホスティング事業

を分割して新設したデータソリューションズ株式会

社（以下、分割会社）株式の売却等に伴う損益であ

り、その内訳は次のとおりであります。 

（１）分割会社株式の譲渡による売却益 129,676千円 

（２）分割会社に承継されない前受収益の取崩益 

7,857千円 

（３）会社分割後に分割会社の子法人等となったデー

タ・ステーションズ株式会社へのソフトウェア譲

渡による売却損 △32,966千円 

（４）分割会社への転籍社員に対する特別賞与見込額 

△15,523千円 

※４       ────── ※４ 子会社整理損273,113千円は、当社の子会社である

ルックスマート・ジャパン株式会社（以下、ルック

スマート）が決算期後の平成18年1月25日開催の臨時

株主総会にて解散を決議した事に伴い、同社の解散

及び清算による損失見込額や、同社事業の撤退に伴

う関連資産の除却損等を計上したものであり、その

内訳は次のとおりであります。 

（１）ルックスマート株式に係る評価損 △240,000千円

（２）当社が保有する撤退事業関連のソフトウェア及び

ソフトウェア仮勘定の一括償却額△32,385千円 

（３）撤退事業に係る将来分のメンテナンス費用の当社

負担見込額 △9,740千円 

（４）ルックスマートに対する債権に係る貸倒引当金戻

入益 9,013千円 



（リース取引関係） 

前事業年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 内容の重要性が乏しく、契約１件あたりの金額が少額なリース取引のため記載を省略しております。 

  

当事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 内容の重要性が乏しく、契約１件あたりの金額が少額なリース取引のため記載を省略しております。 

  

  

  次へ 



（有価証券関係） 

 前事業年度（平成16年12月31日現在）及び当事業年度（平成17年12月31日現在）における子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはありません。 

  

（税効果会計関係） 

  

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度
（平成17年12月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 
  

  

繰延税金資産  

一括償却資産 7,254

貸倒損失否認 11,644

貸倒引当金繰入超過額 60,124

未払事業所税 799

無形固定資産償却超過額 105,992

繰越欠損金 1,089,201

その他 1,292

繰延税金資産計 1,276,310

評価性引当額 △1,276,310

繰延税金資産合計 －

繰延税金資産  

一括償却資産 5,550

貸倒損失否認 50,447

貸倒引当金繰入超過額 26,966

未払事業所税 1,188

未払事業税 6,340

無形固定資産償却超過額 85,270

子会社株式評価損 97,656

未払費用否認 14,454

繰越欠損金 645,909

その他 1,299

繰延税金資産計 935,083

評価性引当額 △935,083

繰延税金資産合計 －

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳 

（単位：％） （単位：％） 
  

法定実効税率 42.0

（調整）  

住民税均等割 1.2

交際費等永久に損金に算入され
ない額 

6.3

評価性引当額 △48.3

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

1.2

法定実効税率 40.7

（調整）  

住民税均等割 2.6

交際費等永久に損金に算入され
ない額 

9.2

評価性引当額 △50.1

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

2.4



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  

１株当たり純資産額 11,635.12円

１株当たり当期純利益 2,454.55円

１株当たり純資産額 15,954.65円

１株当たり当期純利益 1,052.73円

なお、当社の株式は非上場であるため、期中平均株価

が把握できませんので、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については記載しておりません。 

なお、当社の株式は非上場であるため、期中平均株価

が把握できませんので、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については記載しておりません。 

当社は、平成16年12月23日付で株式1株につき10株の

株式分割を行っております。当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度における１株当たり

情報については、以下のとおりであります。 

  

  
１株当たり純資産額 9,168.20円

１株当たり当期純利益 714.20円

  

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当期純利益（千円） 187,289 87,482 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 187,289 87,482 

期中平均株式数（株） 76,303 83,101 



（重要な後発事象） 

  

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．平成17年２月28日開催の取締役会において、ヤフー株

式会社（東証第一部：銘柄コード４６８９）による当

社株式の公開買付けについて賛同することを決議いた

しました。 

１．子会社の清算について 

当社子会社であるルックスマート・ジャパン株式会社

は、当社グループの経営効率を向上させるため、平成18

年１月25日開催の臨時株主総会において解散を決議いた

しました。当子会社の概要は以下の通りであります。 

(1)会社名 : ルックスマート・ジャパン株式会社 

(2)所在地 : 東京都文京区湯島二丁目31番22号 

(3)代表者 : ティモシー・ロナン・ウィリアムズ 

(4)設立年月日 : 平成12年３月８日 

(5)資本金 : 200,000千円 

(6)株主構成 : 当社100％出資 

(7)その他 : 平成17年度売上高  222,692千円 

        平成17年度総資産  304,333千円 

上記の解散及び清算による影響額は平成17年12月期の業

績には織り込み済みであります。 

  

  

２．関連会社株式の売却について 

  当社は、平成18年２月27日付にてGMOインターネット株式

会社との合弁会社設立に関する株主間契約を解消し、当

社が保有するGMOアフィリエイト株式会社株式全株を売却

しました。 

  (1)売却先：GMOインターネット株式会社 

  (2)売却株式数：98株 

  (3)売却金額：4,900千円 

  (4)売却後の持分比率：－％ 

  

  

３. 新株予約権（ストックオプション）の発行について 

当社は、平成18年３月31日開催株主総会において、商法

第280条の20及び第280条の21に基づき、当社及び当社子

会社の取締役及び従業員に対し、新株予約権（ストック

オプション）の発行を決議しております。 

この詳細については、「第４提出会社の状況 １株式等

の状況 (7)ストックオプション制度の内容」に記載して

おります。 

  

 (1)公開買付者の概要   

  

①商号 ： ヤフー株式会社 

②主な事業内容 ： インターネット上の広告事

業、ブロードバンド関連

業、オークション事業及び

その他事業 

③設立年月日 ： 平成８年１月17日 

④本店所在地 ： 東京都港区六本木六丁目10

番１号 

⑤代表者 ： 代表取締役社長 井上雅博 

⑥資本の額 ： 6,503百万円（平成16年９月

30日現在） 

  ⑦大株主構成及び持株比率（平成16年９月30日現在） 

  

ソフトバンク株式会社 41.9％ 

ヤフーインク 33.5％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社 

2.2％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社 

2.0％ 

資産管理サービス信託銀行株式会社 0.9％ 

  ⑧当社との関係 

  

資本関係 ： 該当事項ありません。 

人的関係 ： 該当事項ありません。 

取引関係 ： 該当事項ありません。 

  (2)公開買付の概要  

① 公開買付者：ヤフー株式会社 

② 対象者：バリューコマース株式会社 

③ 買付を行う株券の種類:普通株式 

④ 公開買付期間：平成17年３月１日から 

平成17年４月11日の42日間 

⑤ 買付価額：１株につき260,571円 

⑥ 買付予定株式総数：41,971株 

⑦ 公開買付による所有株式数： 

買付前所有株式数  ０株（所有比率0.0％） 

買付後所有株式数 41,971株（所有比率54.85％）



  

  

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（注1）買付後所有株式数は、買付予定株式総数41,971

株を買付けた場合の株式数です。 

  

（注2）所有比率は、バリューコマースの発行済株式総

数76,530株（平成17年2月28日現在）から自己株

式7株（平成17年2月28日現在）控除した76,523

株を基準に算出しております。 

  

（注3）バリューコマースが保有する自己株式（7株）に

ついては、本公開買付けの対象としておりませ

んので、買付け予定株式総数41,971株を買い付

けた場合に当社が取得する議決権は、バリュー

コマースの議決権総数の約54.85%となります。 

  

（注4）完全希薄化後の所有比率は45.46％となります。

完全希薄化後とは、対象者の議決権総数に、現

存の未行使の新株予約権及び新株引受権の議決

権相当数を加えた数で除した割合をいいます。 

  

（注5）応募株券の総数が買付予定数（41,971株）に満

たないときは、応募株券の全部の買付を行いま

せん。また、応募株券の総数が買付予定数

（41,971株）を超えるときは、その超える部分

の全部の買付けは行わないものとし、法第27条

の13第５項に規定するあん分比例の方式により

株券の買付に係る受渡しその他の決済を行いま

す。 

  

⑧ 公開買付開始公告日：平成17年３月１日   

⑨ 公開買付代理人：大和證券エスエムビーシー株式

会社、大和証券株式会社（復代理人） 

  

⑩ 買付に要する資金：10,936百万円   

（注）買付予定株式数（41,971株）を買付けた場合の見

積り額です。 

  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

  

  



【有形固定資産等明細表】 

 （注） 

  

  

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 
（千円） 

有形固定資産   

建物付属設備 2,961 - - 2,961 1,500 479 1,460 

工具器具備品 234,154 136,021 29,308 340,867 163,807 43,036 177,059 

有形固定資産計 237,115 136,021 29,308 343,828 165,308 43,516 178,520 

無形固定資産   

ソフトウェア 495,971 34,377 239,615 290,733 172,161 150,173 118,572 

ソフトウェア仮勘定 78,915 56,581 46,431 89,066 - - 89,066 

電話加入権 953 - - 953 - - 953 

無形固定資産計 575,841 90,959 286,046 380,753 172,161 150,173 208,592 

１ 当期減少額に含まれる会社分割による承継額   

  工具器具備品   26,136 千円

  ソフトウェア   2,210 千円

２ 当期増加額の主な内訳   

  工具器具備品 社内ＬＡＮ関連設備取得 101,390 千円

    パフォーマンスマーケティング事業用サーバ等取得 34,631 千円

  ソフトウェア 社内ＬＡＮ関連設備取得 11,643 千円

    ソフトウェア仮勘定からソフトウェアへの振替 22,733 千円

  ソフトウェア仮勘定 パフォーマンスマーケティング事業用ソフトウェア開発 56,581 千円

３ その他の当期減少額の主な内訳   

  ソフトウェア 
ホスティング事業の売却に伴い、データ・ステーションズ株式会社へ
売却 

224,378 千円

  ソフトウェア仮勘定 ルックスマート・ジャパン株式会社の清算決定に伴う同社事業関連ソ
フトウェア仮勘定の費用への振替 

23,697 千円



【資本金等明細表】 

 （注）１ 資本金及び資本準備金の増加の原因は、新株予約権の行使によるものであります。 

    ２ 当期末における自己株式数は、７株であります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額の（その他）は洗替による戻入額であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円）（注）１ 646,139 186,399 － 832,539 

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）１、２ （株） （76,410） （8,200） （－） （84,610）

普通株式（注）１ （千円） 646,139 186,399 － 832,539 

計 （株） （76,410） （8,200） （－） （84,610）

計 （千円） 646,139 186,399 － 832,539 

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）     

株式払込剰余金（注）１ （千円） 1,100 186,970 － 188,070 

計 （千円） 1,100 186,970 － 188,070 

利益準備金及
び任意積立金 

－   － － － － 

計 （千円） － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 150,375 67,484 91,898 58,476 67,484



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

③ 関係会社株式 

  

区分 金額（千円）

現金 459 

預金の種類 

当座預金 － 

普通預金 832,575 

外貨普通預金 3,723 

小計 836,299 

合計 836,759 

相手先 金額（千円）

ヤフー株式会社 68,817 

ＣＦＪ株式会社 35,806 

株式会社ＤＣキャッシュワン 23,314 

株式会社リクルート 18,061 

ジェイ・エル・エイ株式会社 17,727 

その他 361,293 

合計 525,020 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

384,168 3,680,843 3,539,991 525,020 87.1 45.1 

相手先 金額（千円）

Sozon株式会社 334,000 

バリューコマース・コリア・リミテッド 5,028 

GMOアフィリエイト株式会社 4,900 

その他 0 

合計 343,928 



④ 関係会社未収入金 

  

⑤ 買掛金 

  

⑥ 未払金 

  

⑦ 預り金 

  

⑧ 預り保証金 

  

相手先 金額（千円）

ルックスマート・ジャパン株式会社 128,241 

バリューコマース・コリア・リミテッド 51 

合計 128,293 

相手先 金額（千円）

Fast Search & Transfer International AS 25,214 

株式会社エヌ・ティ・ティ ピー・シーコミュニケー
ションズ 

9,042 

ネットワンシステムズ株式会社 7,409 

オーバーチュア株式会社 3,243 

トランス・コスモス株式会社 2,429 

その他 184,808 

合計 232,148 

相手先 金額（千円）

従業員給与 69,083 

文京社会保険事務所 8,957 

関東ＩＴソフトウェア健康保険組合 5,120 

Latham & Watkins LLP 4,061 

あずさ監査法人 3,018 

その他 62,836 

合計 153,077 

相手先 金額（千円）

パートナーサイト預り金 267,493 

その他 28,099 

合計 295,592 

相手先 金額（千円）

ＥＣサイト      536社 216,842 

合計 216,842 



(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

 （注）１ 平成18年３月31日定時株主総会において定款の一部を下記のとおりに変更いたしました。なお、当該変更の効力発生日

は平成18年４月１日を予定しております。 

①会社の公告の方法は、電子公告により行い、やむを得ない事由により電子公告をすることができないときは、日本経

済新聞に掲載する、といたしました。なお、電子公告は当社ホームページに掲載し、そのアドレスは次のとおりで

す。 http://www.valuecommerce.co.jp/ 

②株式の譲渡制限を削除いたしました。 

③株主総会の招集時期を、「決算期の翌日から３ヶ月以内」より、「毎年３月」に変更いたしました。 

  

    ２ 平成17年８月25日取締役会決議において株式取扱規則を一部変更したことにより、株券の種類を、1株券、10株券、100

株券、1,000株券、ただし必要があるときは上記以外の株式数を表示した株券を発行することができる、といたしまし

た。なお、当規則の効力発生日は平成18年４月１日を予定しております。 

決算期 12月31日 

定時株主総会 営業年度終了後３ヶ月以内

基準日 12月31日 

株券の種類 
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券
 ただし、必要があるときは、上記以外の株数を表示した株券を発行す
ることができる。 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 無料 

公告掲載新聞名 官報 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

該当事項はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第９期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）平成17年３月30日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第10期中）（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月28日関東財務局長に提出 

(3) 意見表明報告書 

  平成17年３月１日関東財務局長に提出 

  発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第25条に基づく意見表明報告書であります。 

(4) 有価証券報告書の訂正報告書 

  平成17年11月９日関東財務局長に提出 

  平成17年３月30日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(5) 半期報告書の訂正報告書 

  平成17年11月９日関東財務局長に提出 

  平成17年９月28日提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

(6) 臨時報告書 

  平成17年４月20日関東財務局長に提出 

  証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

(7) 臨時報告書 

平成17年８月23日関東財務局長に提出 

 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

(8) 臨時報告書 

  平成17年12月１日関東財務局長に提出 

  証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成17年３月28日   

バリューコマース株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  代表社員   公認会計士 天野 秀樹  印 

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 金子 寛人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

バリューコマース株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

バリューコマース株式会社及び連結子会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年３月31日   

バリューコマース株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 金子 寛人  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市川 一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

バリューコマース株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

バリューコマース株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 セグメント情報の事業の種類別セグメント情報に記載されているとおり、会社は営業費用の配賦方法を変更した。

 重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社であるルックスマート・ジャパン株式会社は平成18年１月25

日開催の臨時株主総会において解散を決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成17年３月28日   

バリューコマース株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  代表社員   公認会計士 天野 秀樹  印 

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 金子 寛人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

バリューコマース株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

バリューコマース株式会社の平成16年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年３月31日   

バリューコマース株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 金子 寛人  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市川 一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

バリューコマース株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

バリューコマース株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、子会社であるルックスマート・ジャパン株式会社は平成18年１月25日開

催の臨時株主総会において解散を決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会

社が別途保管しております。 
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